提出 日 : 令 和 4 年 8 月 26 日 
選定 日 : 令 和 4 年 11 月 1 日 
改定 日 : 令 和 6 年 5 月 8 日 


さり げ な い 支 え あ い の ま ち づく り 
オー ル 湖 南 で 取り 組む 脱 炭 素 化 プロ ジェ クト 


湖南 市 
滋賀 県 
こ な ん ウル トラ パワ ー 株 式 会 社 


株 式 会 社 滋 貨 銀行 


湖南 市 環境 経済 部 環境 政策 課 地域 エネ ルギー 室 
電話 番号 0748-71-2302 


FAX 番号 0748-72-2201 
メー ル ア ド レス energy@city.shiga-konan.lgjp 


1. は じ め に 
1.1 提案 地方 公共 団体 の 社会 的 ・ 地 理 的 特性 


① 沿 革 

平成 16 年 10 月 1 日 に 旧 石 部 町 と 旧 甲 西町 が 合併 を し て 「 湖 南 市 」 が 誕生 し た 。 

古く は 近江 と 伊勢 を 結ぶ 伊勢 参宮 街道 と し て 栄え 、 江 戸 時 代 に は 東海 道 五 十 三次 の 石部 宿 が お 
か れ た 。 こ の よう な 交通 の 要衝 と し て 発展 し 、 さ ら に 気候 が 温暖 な 上 に 野洲 川 を 中 心 と し て 開け 
た 平野 に 恵まれ た こと も あり 、 様 々 な 産業 と 文化 を 育ん で きた 。 


② 位 軒 

本 市 は 滋賀 県 南部 に 位置 し 、 大 阪 、 名 古屋 か ら 100km 圏内 で 、 近 畿 園 と 中 部 圏 を つなぐ 広域 交 
流 拠点 に あり 、 南 端 に 阿 星山 系 を 、 北 端 に 岩根 山系 を 望み 、 こ れ ら の 丘陵 地 に 囲ま れ て 、 地 域 の 
中 央 を 野洲 川 が 流れ て いる 。 


笠間 和 遂 尋 


湖南 市 拡大 図 


東西 に 9. 7km、 南 北 に 12. 3km の 広がり を 有 し 、 行 政 面 積 は 70.40 kW で 県 土 4.017.38 kW の 1.75% 
を 占め て いる 。 


③ 面 積 


④ 地 形 等 (自然 環境 や 交通 状況 等 ) 

地形 は 、 平 地 、 丘 陵 、 山 林 に 分 か れ 、 山 林 が 土地 全体 の 51.99%% を 占め て いる 。 

市 内 に は 、 国 宝 の 建造 物 を 有する 常楽寺 、 長 寿 寺 、 善 水 寺 の ほか 、 由 緒 あ る 社寺 が 点 在 し て いる 

と と も に 、 天 然 記念 物 の ウッ クシ マツ 自生 地 や ステ ゴ ド ン ゾウ の 足跡 化石 が 出土 する な ど 歴 史 文 
化 ・ 自 然 遺産 が 豊富 で ある 。 

また 、 国 道 1 号 と JR 草津 線 が 地域 を 東西 に 横断 し て お り 、 鉄 道 に 関し て は 石部 駅 、 甲 西 駅 、 三 
雲 駅 の 3 駅 が 設置 され お り 、 こ れ ら の 交通 基盤 を 利用 し て 京阪 神 都市 園 へ の 通勤 通学 に 利便 性 が 
高く 、 ベ ッ ド タウ ン と し て の 住宅 地 開発 が 進ん で いる 。 


⑤ 土 地 利用 
北部 と 南部 の 森林 地域 に よっ て まち が 緑 取 られ 、 国 道 1 号 や JR 草津 線 な ど 国 土 レ ベル の 交通 軸 
が 通過 する 中 央 部 の 開け た 平野 部 、 及 び 丘 陵 部 まで の 限ら れ た 空間 を 中 心 と し て 都市 的 土地 利用 
を 展開 し て いる 。 
広域 交通 体系 が 整備 され る 以前 は 、 東 海道 が 人 や 物資 輸送 の 中 心 で あり 、 南 北 の 森 林地 域 の 山 
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裾 な ど を 中 心 に 集落 地域 が 点 在 し て いた が 、 国 道 1 号 や 名 神 高速 道路 な ど が 整備 され て か ら は 、 
北部 の 菩提 寺地 区 に は 大 規模 な 住宅 市 街 地 、 岩 根 地区 ・ 下 田地 区 に は 湖南 工業 団地 な ど が 新しく 
整備 され て いる 。 


⑥ 気 候 (気候 の 特徴 や 再 エネ 発電 に 関係 する 日 照 時 間 ・ 風 況 等 ) 

本 市 の 近隣 で ある 東近江 観測 所 の 数 値 を みる と 、6 月 ~10 月 に お いて 、 ひ と 月 の 降水 量 が 
200mm を 超え る こと も 多く 、 比 較 的 雨 は 多い 地域 で ある 。 気温 を みる と 、11 月 ~ 4 月 の 日 最低 気 
温 は 氷点 下 で ある 一 方 で 、 6 月 ~ 8 月 の 日 最高 気温 は 36C を 超え る 日 も あり 、 寒 暖 の 差 が 大 きい 
と 言え る 。 日照 時 間 は 、2021 年 度 に お いて 合計 1924 時 間 で あり 、 全 国 平均 より 長く な っ て いる 。 


⑦ 人 口 (直近 の 住民 基本 台帳 人 口 や 近年 の 増減 の 状況 等 ) 

住民 基本 台帳 人 口 は 、 平 成 18 年 (2006 年 ) に 56, 501 人 で ピー ク を 迎え た 後 、 人 口 減少 が 続 
いて いた が 、 令 和 元 年 (2019 年 ) か ら わ ず か に 増加 に 転じ 、 令 和 4 年 (2022 年 ) 7 月 1 日 現在 
で 、 54, 718 人 と な っ て いる 。 


⑧@ 産 業 構造 (第 一 次 産業 か ら 第 三次 産業 の 状況 や その 特徴 等 ) 

直近 で ある 平成 28(2016) 年 の 従業 者 数 は 25, 416 人 で あり 、 内 訳 を みる と 第 3 次 産業 が 13, 306 
人 と 過半 を 占め 、 第 2 次 産業 が 大 規模 な 工業 団地 が 立地 する こと か ら 11, 792 人 と 全体 の 46% を 占 
め て いる 。 第 1 次 産業 は 全体 の 1 % 程 度 に と ど ま る が 、 近 年 は 増加 の 傾向 に ある 。 

同じ く 事 業 所 数 を みる と 、 増 減 を 繰り 返し な が ら 直 近 の 平成 28 (2016) 年 は 1.955 件 と な っ て い 
る 。 産業 別に 比率 は 、 第 3 次 産業 が 約 3/4、 第 2 次 産業 が 約 1/4 と な っ て いる 。 第 1 次 産業 の 件 
数 は 1% 以 下 で は ある が 、 従 業者 数 と 同じ く 増 加 の 傾向 に ある 。 

昭和 40 年 代 か ら 工 場 の 立地 が 始ま り 、 現 在 で は 県 内 最大 規模 の 湖南 工業 団地 が 存在 し 、 も の づ 
くり 企業 が 多く 存在 する 。 ま た 、 交 通 の 要衝 で ある こと か ら 、 物 流 拠点 や 倉庫 の 立地 等 運輸 業 が 
集積 し て お り 、 さ ら な る 企業 進出 も 見 られ る 。 


⑨ そ の 他 

湖南 市 の 特徴 福祉 の まち て さり げ な い 支 え あ い の ま ち づく り ~< 

本 市 は 、 日 本 の 障がい 者 福祉 の 第 一 人 者 で あり 「 社 会 福祉 の 父 」 と も 呼ば れる 糸 賀 一 雄 氏 ら が 設 
立 し た 滋賀 県 立 の 児童 福祉 施設 ( 知 的 障がい 児 施設 ) 「 近 江 学 園 」 や 社会 福祉 法人 が 運営 する 知 的 
障がい 者 支援 施設 (更生 施設 ・ 授 産 施設 ) の 開設 が 相次ぎ 、 福 祉 発祥 の 地 と な っ た 。 

現在 、 障 が い 児 ・ 者 や 高齢 者 の た め の 各 種 福祉 施設 が 市 内 各所 に 存在 し て いる 。 

当 市 で は 、 障 が い の あ る 人 も な い 人 も お 互い に その 人 らし さ を 認 め 合い な が ら と も に 生き る 共 
生 社 会 の 実現 を めざし 、 市 民 が 温か い 思 いや り と 温か い 理 解 を も っ て 「 さ り げ な い 支 え あ い 」 を 
実践 する こと と し て いる 。 


田村 一 二 氏 、 和 糸 賀 一 雄 氏 、 池 田 太 郎 氏 


糸 賀 氏 は 、 池 田 太郎 氏 、 田 村 一 二 氏 ら 
と と も に 知 的 障害 児 ・ 者 の 療育 に 力 を 
そそ が れ た 。 


2 温室 効果 ガス 排出 の 実態 
の CO。 排出 量 は 、 基 準 年 で ある 平成 25(2013) 年 に 660 千 t+-C0。 で あっ た も の が 、 平 成 
31 (2019) 年 に は 、433 千 t-C0。 と 34.496 減 少し て いる 。 
平成 31 (2019) 年 の 部 門別 の 内 訳 は 、 産 業 部 門 の うち 製造 業 が 207 千 革 CO。 と 全体 の 4896 を 古 
め て お り 、 運 輸 部 門 の 101 千 t-CO0。 (239%) 、 家 庭 部 門 の 59 千 t-CO0。 (14%%) と 続い て いる 。 
特に 、 本 市 の 産業 部 門 の 温室 効果 ガス 排出 量 は 、 県 内 の 温室 効果 ガス 排出 量 に お ける 同 部 門 の 
割合 (399%%) に 比べ て 119%6 高 いな どの 特徴 が あり 、 一 層 の 対策 が 必要 で ある 。 


( 千 t-C02) 
部 門 2013 年 度 2019 年 度 (最新 年 度 ) 2030 年 度目 標 
(基準 年 度 ) 増減 率 増減 率 
(2013 年 度 比 ) (2013 年 度 比 ) 

エネ ルギー 転換 部 門 0 0 0 0 0 

産業 部 門 370 218 A41.1 209 A43.5 

民生 部 門 176 107 へ 39.2 88 A50.0 

CO2 家庭 96 59 A38.5 48 A50.0 
業務 80 48 A40.0 40 A50.0 

運輸 部 門 110 101 A8.2 55 A50.0 

廃棄 物 部 門 3 7 133.3 3 0 
工業 プロ セス 部 門 0 0 0 

CO2 以外 の 温室 効果 ガス 0 0 0 
温室 効果 ガス 合計 660 433 A34.4 355 A46.2 


※ 湖 南 市 地域 自然 エネ ルギー 地域 活性 化 戦略 プラ ン 【 地 方 公共 団体 実行 計画 (区 域 施策 編 )】 の 2030 年 度目 標 が 2013 年 
度 比 4696 削 減 で ある 。 


温室 効果 ガス 排出 量 の 実態 
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※ 関 西 電力 電力 排出 係数 2013 年度 0.522t-CO2 プ kWh 
2019 年 度 0.340t-CO2 プ kWh 


市 域 の 産業 部 門 に お ける 温室 効果 ガス 排出 量 は 、2013 年 度 と 2019 年 度 を 比較 する と 41.196 減 
少 と な っ て いる が 、 関 西 電 力 の 電力 排出 係数 が 改善 され た た めで ある 。 
な お 、 同 部 門 の 消費 電力 量 は 、2013 年 度 と 2019 年 度 を 比較 する と 、 微 減 と な か っ て いる 。 


1.3 地域 課題 


【课题 1 】 地 産地 消 エ ネル ギー の 導入 に よる 地域 経済 活性 化 の 創出 

当 市 に お いて は 、 自 然 豊か な 地域 で 生み 出さ れる 自然 エネ ルギー は 、 地 域 の 支え 合い に 使う 地域 
で の 循環 が 大 切 で ある と の 考え 方 の も と 、 地 域 に お ける 自然 エネ ルギー の 活用 の 基本 理念 等 を 定め 
た 「 湖 南 市 地域 自然 エネ ルギー 基本 条例 」 を 平成 24 年 9 月 に 制定 し て いる 。 

そし て 、 平 成 27 年 2 月 に は 、 温 室 効 果 ガ ス の 排出 削減 に 寄与 する と と も に 、 地 域 が 主体 と な っ 
た 持続 的 発展 可能 な 地域 社会 構築 の た め の 具 体 的 方 策 を 示し た 「 湖 南 市 地域 自然 エネ ルギー 地域 活 
性 化 戦略 プラ ン 」【 シ ュ タ ッ ト ベ ルケ 構 想 】 を 策定 し 、 地 域 の 自然 エネ ルギー を 活用 し た 地域 内 経 
済 循 環 の 取組 を 進め て いる が 、 湖 南 市 に お ける エネ ルギー 費用 は 年 間 約 243 億 円 で あり 、 同 人 口 規 
模 の 自治 体 と 比較 する と 、 エ ネル ギー 費用 の 域外 へ の 流出 額 が 大 きく な っ て いる 。 


域内 貸 幸 


また 、 市 内 に は 合計 22 法人 、60 施設 の 福祉 施設 が 存在 し て いる が 、24 時 間 365 日 稼働 し 、 適 切 
な 温度 設定 等 が 求め られ る 福祉 施設 に お いて は 、 昨 今 の 燃料 費 高 騰 の 影響 び が とりわけ 大 きく な っ て 
いる 。( ヒ アリ ング に よる と 高熱 水 費 は 昨年 度 比 の 2 倍 か ら 4 倍 ) 

これ ら の こと か ら 、 当 市 に お いて は 、 シ ュ タ ッ ト ベ ルケ 構想 に 取り 組ん で いる も の の 、 さ ら な 
る 自然 エネ ルギー を 導入 し 、 地 域内 で 流通 させ 、 地 域 経済 の 活性 化 に 取り 組む 必要 が ある 。 


【课题 2 】 公共 施設 ・ 福 祉 施設 に お ける 非常 時 の 電源 確保 と 福祉 施設 利用 者 の 避難 所 へ の 移送 
手段 の 確保 

市 内 の 公共 施設 は 、124 施設 の うち 、50 施設 は 指定 避難 所 と な っ て いる 。 そ の うち 太陽 光 発 電設 
備 を 備え て いる 施設 数 は 12 施設 と な っ て いる 。 そ の 設置 施設 の うち 蓄電 池 を 備え 非常 時 の 電源 の 
確保 を 行っ て いる の は 3 施設 の み に 留 まる 。 

また 、 市 内 の 福祉 施設 に お いて は 、 そ れ ぞ れ の 施設 で 避難 計画 等 を 策定 し て いる が 、 非 常時 の 電 
源 が 不足 し て いる 事業 所 が 多く 存在 する 。 

さら に 、 施 設 利 用 者 の 近隣 の 避難 所 へ の 移送 手段 に つい て も 整備 が 整っ て お ら ず 、 懸 案 事 項 と な 
っ て いる 。 

これ ら の こと か ら 、 公 共 施 設 、 福 祉 施設 に 自然 エネ ルギー を 導入 や 蓄電 池 を 設置 し 、 レ ジリ エン 
ス を 強化 する 必要 が ある 。 


【 課 題 3】 障がい の ある 人 の 働く 場 の 創出 

市 内 で は 、 福 祉 事業 者 を 中 心 に 組織 する こ な ん ・ イ モ 夢 づく り 協 議会 が 、 サ ツマ イモ を 棚 で 栽培 
する 取組 を 進め 、 介 護 予防 や 、 ま た 引き こも り の 若者 支援 を 行い な が ら 、 イ モ 発 電 へ の 挑戦 、 六 次 
産業 化 に 取り 組ん で お り 、 市 民 を 中 心 と し た 農業 と 福祉 、 エ ネル ギー の まち づく り と し て 、 農 福 連 
携 に 取り 組ん で いる 。 

林業 に つい て も 、 市 内 に は 7 つの 森林 生産 組合 が ある が 、 組 合 員 の 高齢 化 等 に より 森林 生産 が 行 
われ て お ら ず 、 荒 廃し て いる 森林 も 散見 され て いる こと か ら 、 市 内 福祉 作業 所 と 連携 し た 木質 バイ 
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オマ ス 燃 料 づ くり の 実証 を 行い 、 関 わり の 場 を 創出 し 、 林 福 連携 の 取組 を 進め て いる と ころ で ある 
が 、 障 が い の あ る 人 の 働く 場 の 創出 に は 至っ て いな い 。 
また 、 市 内 の 8 施設 の 福祉 作業 所 で は 、 作 業 所 内 で 内 職 等 の 作業 を 行っ て いる が 、 コ ロナ 宰 に よ 
り 請負 う 事 業 が 減少 し て お り 、 こ れ ら に 伴い 作業 所 通所 者 の 収入 も 減少 し て いる 状況 で ある 。 
これ ら の こと か ら 、 既 存 の 取組 を ベー ス に 農 福 連携 や 林 福 連携 の 取組 を さら に 推進 し 、 障 が い の 
ある 人 の 働く 場 を 創出 する こと が 必要 で ある 。 


林 福 連携 実証 の 様子 


【课题 4 】 既存 住宅 団地 に お ける 脱 炭 素 推進 ・ 卒 F IT 電源 の 有効 活用 
今回 エリ ア 設 定 を 行う 日 枝 山 手 台 団地 は 、 市 内 最大 手 の 西村 建設 則 が 開発 する 団地 で あり 、 本 市 
の 工業 団地 に 隣接 し て いる 。 居 住 者 に は 、 隣 接する 工業 団地 へ 勤務 する 子育て 世代 が 多い 。 
この 日 枝 山 手 台 団地 内 の 住居 の 太陽 光 発 電設 備 の 設置 割合 は 5 割 と な っ て お り 、 住 民 の 環境 意識 
が 高い た め 、 地 元 建築 会 社 と の 連携 を 進め る こと で 脱 炭 素 化 を 進め や すい 地区 と な っ て いる 。 
し か し な が ら 現 在 、 分 譲 か ら 約 11 年 経過 し 、 再 生 可能 エネ ルギー の 余剰 買取 の 終了 と な り 、 発 
電 し た 電力 が 有効 に 使わ れ て いな い 。 
これ ら の こと か ら 、 地 元 建築 会 社 と の 連携 を 進め 、 新 た な 設備 導入 等 に よる 脱 炭 素 化 の 推進 や 卒 
F I T 電 源 の 有効 活用 を 進め る 必要 が ある 。 


2. 脱 炭 素 先行 地域 に お ける 取組 
2.1 脱 炭 素 先行 地域 の 概要 


【 脱 炭素 先行 地域 の 対象 】 

① じ ゅ らく の 里 エ リア 【 公 共 施 設 十 林 福 連携 の 場 】 

② サ ン ヒ ルズ 甲西 エリ ア 【 福 祉 施設 十 公 共 施 設 十 工場 ・ 運 輸 エ リア 】 

③ 福 祉 施設 群 

④ 公 共 施設 エリ ア 【 公 共 施 設 十 既存 住宅 エリ ア ・ 北 部 公共 施設 エリ ア ・ 中 央 公共 施設 エリ ア 】 
⑤ 工 業 団地 ・ 未 利用 エリ ア 【 運 輸 部 門 ・ 産 業 部 門 ・ 市 遊休 地 】 


グ PS 
設 


【 主 な エネ ルギー 需要 家 】 工場 
福祉 施設 45 施 設 (12 法人 ) 
市 有 施 設 75 施 設 
県 有 施 設 5 施設 


運輸 食 \ 
住宅 500 戸 (既存 住宅 400 戸 ・ 新 築 住宅 100 戸 ) きき や 
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【 取 組 の 全体 像 】 

今回 の 脱 炭 素 先行 事業 を 活用 し 、 福 祉 施設 ・ 公 共 施 設 ヘ オン サイ ト 、 オ フサ イト PP A に よる 
太陽 光 発 電設 備 、 蓄 電池 を 設置 、 省 エネ ルギー 設備 を 導入 する 。 

個人 住宅 へ 、 太 陽光 発電 設備 、 蓄 電池 を 設置 する 。 

導入 する 冬 電池 や 設備 に つい て は 、 発 電 量 ・ 電 力 需 要 、 市 況 等 の 変化 に 対応 する た め 、 充 放電 
制御 、 需 要 調 整 等 の エネ ルギー マネ ジメント を 行い 、 発 電電 力 を 効果 的 に 活用 する 。 

さら に 運輸 部 門 、 産 業 部 門 の 企業 や 未 利用 地 へ オン サイ ト 、 オ フサ イト PP A に よる 大 陽光 発 
電設 備 、 省 エネ ルギー 設備 を 導入 し 、 他 部 門 と 連携 する こと で 余剰 電力 の 有効 活用 を 図る 。 
この よう な 官民 連携 の 脱 炭 素 化 に 向け た 取組 を 通し て 、 地 域 全体 で 福祉 の 現場 を 支え る と と も 
に 、 全 て の 人 々 が 活躍 する 場 や 地域 の つなが り を 創出 し 、 地 域 循 環 共 生 圏 の 実現 と SDG s へ の 
貢献 を めざす 。 


【 民生 部 門 電 力 の 脱 炭素 化 に 関す る 主 な 取組 】 
① じ ゅ らく の 里 エ リア 【 公 共 施設 十 林 福 連 携 の 場 】 
駐車 場 ス ペー ス に 、 駐 車場 屋根 付き オン サイ ト P PA に よる 太陽 光 発 電設 備 を 設置 する 。 
余剰 発電 に つい て は 、 脱 炭素 先行 地域 内 の 福祉 施設 で 使用 する 。 
② サ ン ヒ ルズ 甲 西 エ リア 【 福 祉 施設 十 公 共 施 設 十 工場 ・ 運 輸 エ リア 】 
サン ヒル ジ ガ 甲 西 (市 公共 施設 ) に 設置 済み の オン サイ ト PP ム 事業 の 太陽 光 発 電 を 隣接 する バ 
ン バ ン 福祉 作業 所 、 デ イサ ービス セン ター らく (福祉 施設 ) へ 供給 する た め 自 営 線 を 設置 し 、 余 
剰 発電 の 融通 を 行う 。 
③ 福 祉 施設 群 
市 内 60 施設 の うち 、 脱 炭素 先行 地域 へ の 合意 が 取れ た 45 施設 に 、P PA 事業 に よる 太陽 光 発 
電設 備 と 蓄電 池 の 設 置 、LED 化 や 空調 設備 ・ 給 湯 設 備 の 更新 を 行い 、 エ ネル ギー 費用 の 削減 及 
び 非 常時 の 電源 の 確保 を 行う 。 
な お 、 市 内 全て の 福祉 施設 へ の 脱 炭 素 先行 事業 へ の 理解 を 得 ら れる よう 、 引 き 続 き 福祉 事業 
者 へ の 説明 を 行う 。 
④ 公 共 施 設 エ リア 【 公 共 施設 十 既 存 住宅 エリ ア ・ 北 部 公共 施設 エリ ア ・ 中 央 公共 施設 エリ ア 】 
市 ・ 県 公共 施設 に つい て は 、 設 置 可能 施設 や 駐車 場 に は オン サイ ト PP ム 事業 に よる 太陽 光 
発電 設備 と 蓄電 池 の 設 置 を 行い 、 電 源 価格 の 固定 化 で の 市 場 高騰 リス ク の 回 避 と 災害 時 の 系 
統 停電 時 に も 電力 供給 を 継続 で きる シス テム を 構築 し 、 地 域 の レジ リエ ンス 強化 を 図る 。 
既存 の 個人 住宅 に つい て は 、 太 陽光 発電 設備 設置 済み 住宅 に は 、 蓄 電池 無償 設置 サー ビス 
(※) で 蓄電 池 の 設 置 を 、 太 陽光 発電 設備 が 設置 され て いな い 住 宅 に は 太陽 光 発 電設 備 と 蓄電 池 
の 設置 を 、 太 陽光 十 蓄 電池 無償 設置 サー ビス で 導入 を 行う 。 
な お 、 西 村 建 設 則 と 連携 し 、 対 象 地域 へ の 住民 説明 会 を 実施 する 。 
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(※) 蓄電 池 無 償 設 置 サ ービス : 初期 導入 費用 は 自治 体 地 域 新 電力 会 社 が 負担 し 、 香 要 家 は 
月 々 の サー ビス 料 と いう 形 で 支払 う ス キー ム 。 鞭 電池 の 運用 に より 、 旭 要 家 の エ ネル ギー 
コス ト が 変わ ら ず に 効率 的 な 電力 供給 を 可能 に する 。 


【 民 生 部 門 電力 以外 の 脱 炭 素 化 に 関す る 主 な 取組 】 
① じ ゅ らく の 里 エ リア 【 公 共 施設 十 林 福 連携 の 場 】 
林業 と 福祉 作業 所 等 が 連携 し た 「 林 福 連 携 」 に よる 木質 バイ オマ ス 燃 料 の 製造 プロ ジェ クト 
を 市 内 作業 所 通所 者 等 と 取り 組み 、 障 が い の あ る 人 の 働く 場 を 創出 する 。 レ クリ エー ショ ン 場 
の 風呂 の 加 温 の た め 木 貨 バ イオ マス ポイ ラー を 設置 し 、 林 福 連携 で 製造 し た 木質 燃料 供給 を 行 
う 。 ま た 、 脱 炭素 先行 地域 を 学び の 場 と し て 活用 し 、 脱 炭素 化 と 様々 な 地域 課題 と の つなが り 
を 意識 で きる 人 材 の 育成 ・ 人 づく り を 進め る 。 
③ 福 祉 施設 群 
導入 意向 の ある 福祉 施設 へ EV 車 、V 2H 充 放電 器 を 導入 し 、CO: 排 出 量 の 削減 に 取り 組む 
と と も に 、 施 設 利用 者 の 指定 避難 所 へ の 移送 手段 の 確保 と 停電 時 の 電力 供給 を 行う 。 
④ 公 共 施 設 エ リア 【 公 共 施設 十 既 存 住宅 エリ ア ・ 北 部 公共 施設 エリ ア ・ 中 央 公共 施設 エリ ア 】 
滋賀 県 立 近 江 学 園 の 通学 バス に EV バ ス 、V 2H 充 放電 器 を 導入 し 、CO>: 排 出 量 の 削減 に 取 
り 組む 。 ま た 、 導 入 意 向 の ある 福祉 施設 へ EV 車 を 導入 し 、 施 設 利用 者 の 指定 避難 所 へ の 移送 手 
段 の 確保 を 行う 。 
⑤ 工 業 団地 ・ 未 利用 エリ ア 【 運 輸 部 門 ・ 産 業 部 門 と の 連携 ・ 市 遊休 地 の 活 用 】 
市 内 の 運輸 部 門 ・ 産 業 部 門 は 比較 的 延 床 面積 の 広い 施設 を 保有 し て いる 。 
また 、 比 較 的 面積 の 広い 未 利用 地 が 存在 する の で 、 そ の 有効 活用 を 図る 。 
具体 的 に は 、 民 生 部 門 の みな ら ず 運輸 部 門 の 倉庫 屋根 や 産業 部 門 の 工場 の 屋根 や 隣接 する 未 
利用 地 を 活用 し た オン サイ ト 及 び PPA 事 業 の 実施 、 工 場 へ の LED 化 や 空調 設備 の 更新 を 行 


う 。 

工場 等 で 自家 消費 を 行い 、 民 生 部 門 以 外 で の 脱 炭 素 化 を 図る と と も に 、 工 場 が 稼働 し て いな 
い 時 間 帯 等 に お いて は 、 そ の 時 間 帯 で も 電力 需要 の ある 脱 炭 素 先行 地域 内 の 福祉 施設 で 余剰 を 
使い 切る よう 制御 し 、 民 生 部 門 の 脱 炭 素 化 に も 頁 献 する 。 

湖南 工業 団地 内 の 企業 へ の アプ ロー チ に つい て は 、 現 在 、 滋 賀 銀行 と 連携 し 、PPA 事 業 、 
省エネ サー ビス 事業 の マッ チン グ サ ービス を 実施 し 、 市 内 企業 の ニー ズ が 高い こと を 把握 し て 
いる 。 引き続き 、 滋 貨 銀行 と 連携 し な が ら 、 湖 南 工業 団地 内 の 企業 へ 脱 炭 素 先行 事業 の 説明 を 
行い 、 脱 炭素 の 取組 を 拡大 し て いく 。 


滋賀 銀行 マツ チン グ サ ービス 


②・PPA に よる 再 エ ネ 導 入 提 案 
・ 脱 炭素 先行 地域 の 参画 提案 スキ ー ム 図 


湖南 市 内 事業 者 


( 再 エネ 需要 ) 


品 4 こ な ん ウル トラ パリ ー ③PPA 契 約 の 締結 
こ な ん ウル トラ 脱 炭素 推進 機構 


SHIGA BANK 
④PPA 事 業 の 設備 投資 に 5 
か か る 資金 の 供給 (融资 ) の ヒア リン グ 
54 全 ・ こ な ん ウル トラ パワ ー の PPA 事 業 紹介 
・ 石 部 支店 ミ 火 ミ 田 束 所 
・ 面 談 調 整 


①・ 脱 炭素 経営 の 啓発 、 再 エネ 調達 ニー ズ 


【 取 組 に より 期待 され る 主 な 効果 】 

〇 地域 内 に 存在 する 自然 エネ ルギー を 地域 内 で 流通 させ る こと は 、 こ れ ま で 地域 外 に 流出 し て 

いた 資金 を 地域 内 に 還流 させ る も の で あり 、 地 域 経済 の 活性 化 に 寄与 する と と も に 、 エ ネル ギー 
の 自給 力 向 上 に よる 地域 の 脱 大 素 化 及び 強 東 性 の 強化 に も つなが る 

〇 人 災害 時 に お いて も 地域 内 で エネ ルギー を 供給 する こと の で きる 設備 の 整備 に より 、 レ ジリ エン 
ス 機 能 を 強化 する と と も に 、 面 的 な 広がり を 持っ た マイ クロ グリ ッ ド の 構築 に より 、 災 害 時 で も 
エネ ルギー 供給 が 途切れ な い エ リア と な る 。 

〇 自治 体 地 域 新 電力 会 社 の 「 こ な ん ウル トラ パワ ー 幌 」 が エネ ルギー を 一 括 管理 する こと で 、 公 
共 施 設 や 工場 等 で 発電 し た 余剰 電力 を 、 電 力 を 多く 使用 する 福祉 施設 等 へ の 供給 が 可能 と な り 、 
エネ ルギー で の さり げ な い 支 え あ い が 生 まれ る 。 

〇 林業 と 福祉 作業 所 等 が 連携 し た 林 福 連携 の 取組 を 進め る こと に より 、 障 が い の あ る 人 等 の 社会 
参画 の 場 が 創出 され る 。 

O 〇 障がい の ある 人 等 が バイ オマ ス 燃 料 製造 に 関わ る 林 福 連携 の 取組 を 進め る こと に より 、 福 祉 施 
設 等 で の バイ オマ スス トー ブ や ボイラ ー 導 入 に よる 脱 炭 素 化 に つなが る 。 


【 ス ケ ジ ュ ー ル 】 


2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 
年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 


画 効 果 促 進 事業 
・ 大 陽光 発電 設備 設置 ・ 蓄 電池 設置 及び 

省エネ ルギー 設備 等 導入 の 省エネ 診断 
に よる 案件 形成 


国 设备 导入 事业 | 
・ 公共 施設 、 福 施設 に お ける 大 陽光 人 設備 ・ 著 電池 設 
県 

・ 公 共 施 設 、 福 祉 施設 に お ける 省エネ ルギー 設備 導入 
・ 事業 所 に お ける 大 陽光 発電 設備 設置 


画 設 備 導入 事業 _ 
・ 戸 建 住 宅 に お ける 太陽 光 発 電設 備 ・ 蓄 電池 設置 


軒 設 備 導入 画 設 備 導入 
事業 事業 
・FV 導入 ・FV 導入 


画 設 備 導 入 事 


・ バ イオ マス 
ボイラ ー 導 


画 設 備 導 入 事 業 
・ 事 業 所 に お ける 太陽 光 発 電設 備 設 置 
・ 事業 所 に お ける 省エネ ルギー 設備 導入 


ーー ーー 
効果 検証 、 広 報 事 業 


2.2 対象 と する 地域 の 位置 ・ 範 囲 


【 対 象 地域 の 位置 ・ 範 囲 】 

湖南 市 の うち 、 

① じ ゅ らく の 里 エ リア 【 公 共 施 設 十 林 福 連携 の 場 】 
南西 部 に 位置 し 、 東 西 0.3 km・ 南 北 3.9 km の 約 4.3 kW の 
大 き さ 

② サ ン ヒ ルズ 甲西 エリ ア 【 福 祉 施設 十 公共 施設 十 工 場 ・ 
運輸 エリ ア 】 3 / て * 

北西 部 に 位置 し 、 東 西 0.16 km・ 南北 0.2km の 約 0.032 1 0% QO 


kW の 大 き さ 2 
@ 福 社 施 设 群 人 SS 
④ 公 共 施設 エリ ア 【 公 共 施 設 十 既 存 住宅 エリ ア ・ 北 部 公共 。 亏 と 全て 
施設 エリ ア ・ 中 央 公共 施設 エリ ア 】 N NA 
住宅 エリ ア は 、 北 東部 に 位置 し 、 東 西 0.16 km・ 二 
南北 0.17 km の 約 0.027 kW の 大 き さ NAT 
⑤ 工 業 団地 ・ 未 利用 エリ ア 【 運 輸 部 門 ・ 産 業 部 門 入 
・ 市 遊休 地 】 
産業 エリ ア は 、 北 東部 に 位置 し 、 東 西 0.25 km・ 
南北 0.39 km の 約 0.95 kW の 大 き さ 


【 対 象 地 域 の 特徴 】 
① じ ゅ らく の 里 エ リア 【 公 共 施設 十 林 福 連 携 の 場 】 
自然 に 囲ま れ た 丘陵 地 に 存在 し て いる 。 福祉 パー ク 館 、 パ ター ゴル フ 場 、 大 型 人 遊具 等 が あり 、 
同 館 の 中 で は 介護 用 品 等 の 展示 を 行っ て きた 。 今回 同 エ リア を レク リエ ーション 場 と し て 再生 に 
あたり 、 整 備 す る お 風呂 に 木質 バイ オマ ス ボ イ ラー を 設置 する 。 
林 福 連携 に よる バイ オマ ス 燃 料 製造 プロ ジェ クト の 実施 に より 、 障 が い の あ る 人 の 関わ り 合 い 
等 さり げ な い 交 流 の 場 を 創出 する 。 
② サ ン ヒ ルズ 甲 西 エ リア 【 福 祉 施設 十 公 共 施 設 十 工場 ・ 運 輸 エ リア 】 
同一 敷地 内 に 福祉 施設 3 施設 (バン バン 作業 所 、 障 害 福祉 サー ビス セン ター れ が 一 と 、 デ イサ 
ービス セン ター らく ) 十 公共 施設 2 施設 (サン ヒル デズ 甲西 、 水 戸 診療 所 ) が 設置 、 ま た 県 内 最 
大 規模 の 工場 ・ 運 輸 部 門 の 企業 が 近接 する エリ ア で ある 。 
エリ ア 内 の バン バン 作業 所 に は 市 民 出資 の 市 民 共同 発電 所 が 、 サ ン ヒ ルズ 甲西 に は PPA ム 事業 
に よる 太陽 光 発 電設 備 と 蓄電 池 が 設置 され て いる 。 
この エリ ア に 、 災 害 時 等 系 統 か ら の 電力 供給 が 停止 し た 場合 に 、 隣 接する 工場 ・ 運 輸 エ リア 
の 既設 太陽 光 発電 (F I 電源 ) か ら 系 統 を 逆 潮流 させ て サン ヒル ズ 甲 西 エ リア 内 の 福祉 施設 、 
サン ヒル デ 甲西 、 水 戸 診療 所 へ 電力 供給 が 可能 な マイ クロ グリ ッ ド を 構築 する 。 
③ 福 祉 施設 群 
福祉 施設 45 施設 を 対象 と する 。 
④ 公 共 施 設 エ リア 【 公 共 施 設 十 既存 住宅 エリ ア ・ 北 部 公共 施設 エリ ア ・ 中 央 公共 施設 エリ ア 】 
市 公共 施設 75 施設 、 県 公共 施設 5 施設 を 対象 と する 。 
住宅 エリ ア は 、 公共 施設 に 隣接 し 市 内 最大 手 の 西村 建設 帳 が 造成 し た エリ ア で ある 。 
1 期 分 譲 地 で ある 日 枝 山手 台 団地 は 、 子 育て 世代 が 居住 し 、 約 半分 が 太陽 光 発 電設 備 を 設置 
し て いる 。 同 団地 は 、 造 成 か ら 約 11 年 経過 し た と ころ で ある 。 こ こ を 重点 エリ ア と し て 先行 的 
に 取組 み 、 市 域 全体 に 拡大 展開 を 図る 。 
⑤ 工 業 団地 ・ 未 利用 エリ ア 【 運 輸 部 門 ・ 産 業 部 門 ・ 市 遊休 地 】 
県 内 最大 規模 の 湖南 工業 団地 が あり 、 製 造 事業 所 が 集積 する エリ ア 、 市 遊休 地 と な っ て いる 不 
燃 物 処理 場 跡地 が 隣接 し て いる 。 
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【 地 域 課題 と の 関係 性 等 、 設 定 し た 理由 】 
① じ ゅ らく の 里 エ リア 【 公 共 施 設 十 林 福 連携 の 場 】 

障がい の ある 人 の 働く 場 の 創出 を 行う た め 設定 し た 。【 地 域 課 題 3 】 

再生 する レク レー ショ ン 場 の お 風呂 に は 、 木 質 バ イオ マス ボイラ ー を 設置 する 。 

木質 燃料 製造 場所 が 隣接 し 、 近 江 学 園 や 三雲 養護 学校 、 福 祉 作業 所 が 近接 し て いる こと か ら 

障がい の ある 人 の 活動 場所 に 最適 で ある こと か ら 脱 炭素 先行 エリ ア と し て 設定 し た 、 
② サ ン ヒ ル デ 甲 西 エ リア 【 福 祉 施設 十 公 共 施 設 十 工場 ・ 運 輸 エ リア 】 

自然 エネ ルギー の 導入 に よる 地域 経済 活性 化 と 非常 時 に は 工場 ・ 運 輸 エ リア の F I 電源 を 活 
用 し た マイ クロ グリ ッ ド を 構築 する エリ ア と し て 設定 し た 。【 地 域 課題 1 、2】 

同 エ リア は 、 サ ン ヒ ル デ 甲西 に 設置 し た オン サイ ト PP ム 事業 の 太陽 光 発 電 、 蓄 電池 の 電源 を 
新た に 自営 線 の 設置 に より 活用 が 可能 と な る 。 ま た 、 非 常時 に は 近接 の 工場 ・ 運 輸 エ リア の F I 
T 電源 か ら 系 統 線 を 活用 し て 自然 エネ ルギー 電力 を 送る 計画 が あり 、 マ イク ログ リッ ド 構 築 に よ 
る 非常 時 の 電源 確保 が 可能 な エリ ア で ある こと か ら 脱 炭素 先行 エリ ア と し て 設定 を し た 。 
③ 福 祉 施設 群 

市 の 特性 を 活か し た 脱 炭 素 化 モデ ル を 構築 し 、 自 然 エ ネル ギー の 域内 利用 を 促進 する た め 、 ま 
た 、 福 祉 施設 に お ける レジ リエ ンス 強化 の た め 設 定 し た 。【 地 域 課題 1 、2】 

これ ら の 施設 は 、24 時 間 365 日 エネ ルギー を 必要 と する 施設 で あり 、 適 切な 温度 設定 等 が 必 
要 で ある こと か ら 、 光 熱 水 費 等 に つい て は 多く の 負担 と な っ て いる 。 同 施設 に 自然 エネ ル ギ 
ー、 蓄 電池 、 省 エネ 設備 の 入れ 替え を 行う こと で 、 エ ネル ギー 費用 の 流出 の 最小 化 を 図る こと 
が 脱 炭 素 に つなが り 、 効 果 が 高い と 考え られ る た め 、 脱 炭素 先行 エリ ア と し て 設定 を し た 。 
④ 公 共 施 設 エ リア 【 公 共 施 設 十 既存 住宅 エリ ア ・ 北 部 公共 施設 エリ ア ・ 中 央 公共 施設 エリ ア 】 

エネ ルギー 費用 の 流出 の 最小 化 を 図る こと が 脱 炭素 に つなが る こと 、 ま た 公共 の 率先 行動 と し 
て 脱 炭 素 化 を 進め る た め 、 設 定 し た 。【 地 域 課 題 1、2】 

市 公共 施設 は 、 指 定 避難 所 は 50 施設 と な っ て いる 。 避 難所 へ オン サイ ト PPA に よる 自然 エ 
ネル ギー、 蓄 電池 を 設置 し 、 省 エネ 設備 の 入れ 替え を 行い 、 レ ジリ エン ス 強 化 ・ 脱 炭素 化 を 図 
る 。 
県 公共 施設 は 、5 施設 に オン サイ ト P PA に よる 自然 エネ ルギー、 蓄 電池 を 設置 し エネ ル ギ 
一 費用 の 流出 の 最小 化 を 図る 。 ま た 、 近 江 学 園 の 通学 バス の E V 化 を 図る 。 
公共 施設 に お いて 、 自 然 エ ネル ギー、 蓄 電池 、 省 エネ 設備 の 入れ 替え を 行う こと で 、 エ ネル 
ギー 費用 の 流出 の 最小 化 を 図る こと が 脱 炭素 に つなが る こと 、 ま た 公共 の 率先 行動 と し て 脱 炭 
素 を 進め る こと が 運輸 ・ 産 業 部 門 へ も 取組 を 拡げ る こと に つなが る こと か ら 、 公 共 施 設 群 を 脱 
炭素 先行 エリ ア と し て 設定 を し た 。 
住宅 群 に お いて は 、 日 枝 山 手 台 団地 を 脱 炭 素 先行 エリ ア と し て 設定 を し た 。【 地 域 課題 4 】 
同 エ リア は 市 内 最大 手 の 西村 建設 稀 が 開発 し 、 周 辺 エ リア に も 大 規模 な 団地 を 開発 し て いる 
こと 、 ま た 日 枝 山手 台 団地 は 、 約 半分 の 世帯 が 既に 太陽 光 発 電設 備 を 導入 し 、 環 境 意識 が 高い 
こと か ら 、 脱 炭素 先行 エリ ア と し て 設定 を し た 。 
⑤ 工 業 団 地 ・ 未 利用 エリ ア 【 運 輸 部 門 ・ 産 業 部 門 ・ 市 遊休 地 】 
運輸 ・ 産 業 部 門 の 工場 の 屋根 等 空間 部 分 に 自然 エネ ルギー を 導入 する こと が 可能 で ある た め 設 
定 し た 。【 地 域 課題 1 】 
また 、 民 生 部 門 の みな ら ず 、 産 業 部 門 か ら の 温室 効果 ガス 排出 量 の 多い 湖南 市 の 特性 を 踏ま 
え 、 官 民 が 連携 し た 取組 に より 、 地 域 全体 で 脱 炭 素 化 を 進め て いく こと と し て 脱 炭 素 先行 エリ 
ア と し て 設定 し た 。 


脱 炭 素 化 に 向け た 取組 を 通し て 、 地 域 全体 で 福祉 の 現場 を 支え る だ け で な く 、 す べ て の 人 々 が 
活躍 する 場 や 地域 の つなが り を 創出 する こと と し 、 上 記 を 対象 地域 と 設定 し た 。 
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提案 地方 公共 団体 内 全域 に 


(参考 ) 提案 地方 公共 団 


SL。 対す る 割合 体内 全域 の 数 値 
エリ ア 規 模 5. 282 km 7.5% 70. 40 km 
需 住宅 500 戸 2.29% 22, 498 戸 
要 | 福祉 施設 45 施設 75. 0%6 60 施 设 
家 | 市 公共 施設 75 施設 60.5% 124 施設 
数 | 県 公共 施設 5 施設 100.096 5 施設 
民生 部 門 の 14, 555, 558 6.396 232, 764, 927 
电力 需要 量 RW h/ 年 年 


具体 的 に は 以下 の 地図 の と お り 。 


① じ ゅ らく の 里 エ リア 


新た な レク リ 
エー ショ ン 場 


所 へ の 転換 


林 福 連携 
新 割 り 、 保 管 
場所 


脱 炭 素 先行 事業 で 導入 


木 人 質 バ イオ マス ボイラ ー 4KW 導 入 


(福祉 パー ク 館 ) 
駐車 場 太陽 光 100 KW 導入 
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② サ ン ヒ ルズ 甲西 


自営 線 マ イク ロ 
グリ ッ ド 増設 


bp 
120kW 
( 非 Fit) 


較 還 "水戸 まち つく り セ ンタ ー 
i 年 間 使用 電力 量 
36,.039 k Wh 


サン ヒル ズ 甲 西 [ 
年 間 使用 電力 量 上 駐車 場 
127.650 k Wh [ - 


i 


③ 福祉 施設 群 一 例 


太陽 熱 設備 


導入 


高 効率 給湯 機 ( 工 
コキ ュー ト ) 導入 
ーー トー 


省エネ 設備 導入 
ーー か 


年 間 使用 電力 量 P P A 事 業 に よる 太陽 
1425.465 kWh 光 発 電設 備 と 背 電 池 を 
導入 空調 入替 


自営 線 マ イク ログ リッ トド 導 入 
省エネ 設備 導入 、 ガ ス 給 湯 器 入 替 
(バン バン 作業 所 ) 


太陽 光 発 電 200 kW 導入 、 蓄 電池 
200 kW h 導入 (特別 養護 老人 ホー 
人 ) 

高 効率 給湯 器 導入 (石部 ケア セン 
ター) 

省エネ 設備 導入 (石部 ケア セン タ 
一 ) 
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④ 公 共 施 設 十 既 存 住宅 エリ ア 


\1 NN 
六 | 
/ - | 、 It 
了 所 へ の EHP © / の に 
1 Ca いる AAA | 
| に に / (人 -24 
ミ / トラ シン CC 
| 用 | = ーー に こ CM 
| | = < | 
// 月 & 
/ ) llE 北 1 に FT 1 1 “Md と 
(6 T 型 / 上 \ 
N N コロ 四 WA | im NS 
NM J i 
NNN // し 
NN 上 = | 和 
I A ーー - 国 


小 里 "名 


ノ 固 園 回 臣 
| 四 駐輪場 屋根 へ 、 

の 大 陽光 発電 
設備 導入 検討 


3 が / 
文 市 立 晶 村 让 学 术 | 0 7 
| 国 | _ 喜 目 月 同上 
Mt | 0 | le 
| | | 人 (に 
有 周 に 3 
名 U = 


A 


NN 
N 


RN 


へ 


(ペン ンク 


\ 中 
園 | 5 NNN 
| で や 
| | 0 テン ノン 
に ンク 
中 窟 : 
| Rs/ 
| 村 ん 


④ 北 部 公共 施設 エリ ア 


NN N 


湖南 市 浄 苑 
年 間 使 用 電力 量 
166.412k Wh 


再 エネ 主 カ 化 」 

事業 で 太陽 ※ “EE2 

設置 協議 中 
1 1 


ra 1 
TTTTHZ 


SN 

リサ イク ルプ ラ ザ 
年 間 使用 電力 量 
158.176k Wh 


太陽 光 発電 無償 設置 サー ビス 導入 
蓄電 池 無 償 設置 サー ビス 導入 
駐輪場 屋 根 へ の 太陽 光 発 電設 備 検討 


太陽 光 発 電設 備 37 MW 導入 、 蓄 電池 導 
入 (県 動物 保護 管理 セン ター) 
太陽 光 発 電設 備 72 KW 導入 ( 浄 苑 ) 
太陽 光 発 電設 備 90 KW 導入 、 省 エネ 設 
備 入 替 (リサ イク ルプ ラ ザ ) 
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③、(④ 公 共 施設 群 、 福 祉 施設 群 


太陽 光 発 電設 備 290 KW 導入 、 蓄 電池 導入 、EV バ ス 導 入 (県 近江 学園 ) 
太陽 光 発 電設 備 145 KW 導入 、 蓄 電池 導入 (県 三雲 養護 学校) 


④ 中 央 公共 施設 エリ ア 


NN Ll a 日 
EE RT 
ーー se に る や 

ML 一 


決定 後 ス マー ト エ 
ネル ギー シス テム 


導入 予定 太陽 光 発 電設 備 285 kW 導入 、 蓄 電池 80kWh 導入 (甲西 高校) 


空調 入替 (甲西 図書 館 ) 
太陽 光 発 電設 備 113 kW 導入 、 蓄 電池 81kWh 導 入 (甲西 図書 館 ) 
空調 入替 (甲西 文化 ホー ル ) 


設備 1, 000 KW 導入 (市 遊休 地 ) 


性 
水 
阔 
政 
长 


備 300kW 導 入 (ネオ ス ) 
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⑤ 工 業 団地 ・ 未 利用 地 エ リア 
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2.3 脱 炭 素 先行 地域 の 再 エ ネ ポ テン シャ ル の 状況 


(1) 再 エ ネ 農 存 量 を 踏ま えた 再 エ ネ 導 入 可 能 量 

太陽 光 発 電設 備 、 風 力 発電 、 小 水力 発電 の 導入 可能 量 は 、REPOS 調 査 及び 独自 調査 等 の 結 
果 、 湖 南 市 全体 で 332, 100 KM で ある 。 そ の 上 で 、 下 表 の と お り 考 慮 すべ き 事 項 を 踏ま えて 除外 すべ 
きも の を 除い て 除算 し た 結果 、 合 計 で 53, 200 KW で あり 、 全 て 太陽 光 発 電 で ある 。 


再 エ ネ 地方 公共 団体 内 調査 状況 考慮 すべ き 事 項 ② 除外 後 の 
種別 導入 可能 量 ① (その 手法 ) (経済 合理 性 ・ 支 障 の 有無 等 ) | 導入 可能 量 
(中 一 @) 
太陽 光 発 電 266, 000| 以 済 ( REP0S) 産業 エリ ア の 一 部 (不燃 物 処理 


(W) | ロー 部 済 ( ) 場 跡地 ) を 除き 、 住 生活 エリ ア 53, 200 (kW) 
と 近接 し て お り 、 住 民 同意 の 取 
得 は 困難 な た め 、 地 上 設置 に つ 
いて は 除外 済 。 

除外 量 : 212, 800 (KW) 


風力 発電 66, 000| 以 済 ( REP0S) 風力 発電 事業 を 実施 する に は 採 0 
(kW) | ロー 部 済 ( ) 算 性 が 合わ な いた め 、 除 外 と す (kW) 
る 。 
除外 量 : 66, 000 (KW) 
小 水力 発電 110 | 外 济 ( REP0S) 関係 者 と の 合意 が 困難 な た め 、 0 
(W) | ロー 部 済 ( ) 除外 と する 。 (kW) 
除外 量 : 110 (W) 
太陽 熱 利 用 238, 000, 00| 恨 済 ( REP0S) 熱 利 用 の 需要 が 少な く 、 採 算 性 0 
(J) | ロー 部 済 ( ) が 合わ な いた め 、 ま た 、 設 置場 (MJ) 
所 が 太陽 光 と 競合 する た め 、 除 
外 と する 。 
除外 量 : 238, 000, 000 (WJ) 
合計 332, 110 (kW) | 口 済 ( ) 除外 量 : 263, 920 (KW) 53, 200 
238, 300, 000 (MJ) | ロー 部 済 ( ) 除外 量 : 238, 000, 000 (MJ) (kW) 
【 太 陽光 発電 】 


REPOS 調 査 の 結果 、 導 入 可 能 量 は 266, 000 WW で ある 。 そ の うち 、 建 物 設 置 に つい て 、 こ れ ま 
で の 調査 結果 等 か ら 建 物 屋根 の 設置 可能 性 や 築 年 数 か ら 一 定 割合 を 除外 。 地 上 設置 に つい て は 、 産 
業 エ リア の 一 部 (不燃 物 処理 場 跡地 ) を 除き 、 住 生活 エリ ア と 近接 し て お り 、 住 民 同意 の 取得 は 困 
難 な た め 、 除 外 済 。 除 外 後 の 導入 可能 量 は 、53, 200 KW で ある 。 
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(2) 新規 の 再 エ ネ 発 電設 備 の 導入 予定 
【 太 陽光 発電 
Fa 3 オン サイ ト ・| 設置 一 | 設備 能力 | 発電 量 | 。 FS 調査 等 | 合意 形成 
設置 場所 設置 者 | ナラ サイ ト | 方 法 量 | kW) | (Wh/ 年 ) | 出入 時 期 | 実施 状況 状況 
① 戸 建 住宅 上 3, 000| 3, 300, 000| _R5~R9 
便 人 -KUD | オン サイ ト | 屋根 置き 調査 中 協議 中 
② 公 共 施 設 i 1.690| 1.859.000 
リセ ンタ ー | KUP-KUD | オン サイ ト | 屋根 置き 61| 67100| RA 調査 中 。 | 合意 済み 
駅 駐輪場 屋根 | KUP-KUD | オフ ラサ イト | 駐輪場 27| 29700| R5 調査 中 | 合意 済み 
小 中 学 校 7 校 | KUP-KUD | オン サイ ト | 屋根 置き 615| 676500| R5<9 調査 中 協議 中 
文化 ホー ル KUP-KUD | オン サイ ト | 屋根 置き 40| 44.000| R 調査 中 協議 中 
@ 人 スポ ーッ 記 KUP-KUD | オン サイ ト | 駐車 坦 紀 Ne 9 調査 中 a 
甲西 高校 KUP-KUD | オン サイ ト LE 国人 調査 中 | 合意 済み 
石部 高校 KUP・KUD | オン サイ ト 112 123, 300 R5 調査 中 合意 済み 
三雲 養護 学校 | KUP-KUD | オン サイ ト | 屋根 置き 145| 159500| R6 調査 中 | 合意 済み 
動物 保護 管理 セ | KUP-KUD | オン サイ ト | 屋根 置き a 調査 中 | 合意 済み 
ンタ ー 
近江 学園 KUP-KUD | オン サイ ト | 野立 て 290| 319000| R8 調査 中 | 合意 済み 
福祉 施設 i 1.004| 1.104.400| R5~R9 
/和 KUP-KUD | オン サイ ト | 屋根 置き 56| ya ol RSCRO | 調査 中 | 合意 済み 
ワイ ワイ あ ぼ し KUP・KUD | オン サイ ト | 屋根 置き R5<R9 調査 中 合意 済み 
クラ ブ 12 13, 200 
5 施設 
な ん て ん 共 働 サ | KUP-KUD | オン サイ ト | 屋根 置き 調査 中 | 合意 済み 
2 施設 
近江 ちい ろば 会 | KUP-KUD | オン サイ ト | 屋根 置き | 0 10gl RGCRO | 調査 中 | 合意 済み 
7 施設 
远 江 和 KUP-KUD | オン サイ ト | 屋根 置き il oo gol 两 -两 | 調査 中 | 合意 済み 
a KUP・KUD | オン サイ ト | 屋根 置き 225 247.500 R7~R9 調査 中 合意 済み 
2 KUP・KUD | オン サイ ト | 屋根 置き 60 66.000 R7~R9 調査 中 合意 済み 
さわ ら び 福祉 会 | KUP.KUD | オン サイ ト | 屋根 置き = 調査 中 | 合意 済み 
椎の木 会 KUP・KUD | オン サイ ト | 屋根 置き 157 172, 700 R6 調査 中 合意 済み 
し あわ せ 作 業 所 | KUP-KUD | オン サイ ト | 屋根 置き 6 6.600| R6 調査 中 | 合意 済み 
さつき 作業 所 | KUP-KUD | オン サイ ト | 屋根 置き 10| 11.000| R6 調査 中 | 合意 済み 
グロ ー KUP・KUD | オン サイ ト | 屋根 置き 45 49 500 R6~R9 調査 中 合意 済み 
6 施設 
その 他 4 施設 KUP・KUD | オン サイ ト | 屋根 置き 24 26, 400| R6<R9 调查 中 协议 中 
@ 遊 休 地 i 1.000| 1.100.000 
ee KUP.KUD | オフ サイ ト | 野立 て 1.000| 1.100.000| R6<R9 調査 中 合意 済み 
⑤ 民 間 施設 ・ i 2.410| 2.651.000 
・ 甲西 陸運 1, 000 
・ 甲西 陸運 300 
・ 西村 建設 KUP-KUD | オン サイ ト | 屋根 置き 40 R5 こ 9 調査 中 | 一 部 合意 
・ 三 峰 環境 サー ビス 20 
・ ネ オス 300 
・ そ の 他 15 施設 750 
合計 9, 104| 10, 014, 400 R4~9 


※KUP : こ な ん ウル トラ バ パワー 株 式 会 社 の 略 


KUD : 合同 会 社 こ な ん ウル トラ 脱 炭 素 推進 機構 の 略 
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① 戸 建 住宅 
(FS 調査 等 実施 状況 ) 
航空 写真 の 情報 に より 、 屋 根 形状 、 団 地 人 造成 時 期 か ら 、 太 陽光 発電 設備 の 導入 可能 性 に つい て 確 


ミ 刃 
po 


500 戸 に 対し て 、 合 計 3, 000 KW の 設備 の 導入 が 可能 で ある こと を 確認 。 


合意 形成 状況 ) 
先行 地域 内 の 戸 建 住宅 を 開発 し た 西村 建設 山 に 8 月 18 日 説明 を 実施 。 
今後 、10 月 頃 日 枝 地区 の 土地 区 画 整 理 組 合 に 説明 、 住 民 説 明 会 を 実施 予定 。 


@ 公 共 施 
(FS 調査 等 実施 状況 ) 
実地 調査 に お いて 、 屋 根 形状 、 図 面 等 か ら 、 大 陽光 発電 設備 の 導入 可能 性 に つい て 確認 。 


合意 形成 状況 ) 
導入 予定 場所 は 担当 課 の 合意 を 得 て お り 、 効 果 促 進 事業 に お いて 、 よ り 詳 細 な 検討 を 行い 導入 を 
進め る 。 


③ 福 祉 施設 
(FS 調査 等 実施 状況 ) 
実地 調査 (航空 写真 ) に お いて 、 屋 根 形状 か ら 、 太 陽光 発電 設備 の 導入 可能 性 に つい て 確認 。 


合意 形成 状況 ) 
導入 予定 場所 は 施設 所 有 者 の 合意 を 得 て お り 、 効 果 促 進 事業 に お いて 、 よ り 詳 細 な 検証 を 行っ た 
後に 導入 を 進め る 。 


④ 遊 休 地 
(FS 調査 等 実施 状況 ) 
実地 調査 (航空 写真 ) に お いて 、 太 陽光 発電 設備 の 導入 可能 性 に つい て 確認 。 


合意 形成 状況 ) 
導入 予定 場所 は 遊休 地 担当 課 の 合 意 を 得 て お り 、 事 前 に 行 可能 性 調査 実施 後 、 効 果 促進 事 
業 に より 造成 設計 ・ 設 備 設計 等 を 進め る こと と する 。 


⑤ 民 間 施設 
(FS 調査 等 実施 状況 ) 
実地 調査 (航空 写真 ) に お いて 、 屋 根 形状 、 図 面 等 か ら 、 太 陽光 発電 設備 の 導入 可能 性 に つい て 


ミ 丸 
Do 


合意 形成 状 沉 ) 
導入 予定 場所 は 施設 所 有 者 の 合意 を 得 て お り 、 効 果 促 進 事業 に お いて 、 導 入 可 能 性 調査 実施 後 、 
調査 結果 に より 導入 を 進め る こと と する 。 
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【 木 質 バ イオ マス 発電 】 
a I オン サイ ト ・| 設備 能力 発電 量 FS 調査 等 実施 | 合意 形成 
発電 方 式 | 設置 場所 | 設置 者 数 量 導入 時 期 に 
オフ サイ ト (W) (kW h/ 年 ) 状況 状況 
木質 バイ オ | じゅ ら 令 和 4 年 度 
KUP | オン サイ ト |1 施 設 4.0 2, 000| 令 和 5 年 RN 合意 済 
マス 熱 利 用 | く の 里 本 调查 中 
(FS 調査 等 実施 状況 ) 


市 内 で 燃料 製造 を 行う 木 の 駅 プロ ジェ ッ ク ト 準備 委員 会 と 協議 の 結果 、 年 間 20 t の 木質 バイ オ 
マス 燃料 を じゅ らく の 里 の バイ オマ ス ボ イ ラー に 供給 する こと が 可能 で ある こと を 確認 し て いる 。 
また 、 じ ゅ らく の 里 は 林 福 連携 に よる 木質 バイ オマ ス 燃 料 製造 プロ ジェ クト の 製造 場所 か ら 近 接 
し て いる 。 


合意 形成 状況 ) 
木 貨 バ イオ マス ボイラ ー に よる 熱 利 用 事業 の 実施 に つい て は 、 こ な ん ウル トラ パワ ー 晶 が 熱 供給 


事業 の 運営 主体 と な る こと が 決定 済み で ある 。 原 料 と な る 木質 バイ オマ ス 燃 料 調達 に つい て は 、 市 
内 木 の 駅 プロ ジェ クト 準備 委員 会 及び 東寺 生産 森林 組合 、 滋 賀 中 央 森林 組合 と 協議 済み 。 
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(3) 活用 可能 な 既存 の 再 エネ 発電 設備 の 状況 


市 内 の 利 活用 可能 な 既存 再 エネ 発電 設備 は 、 大 陽光 発電 で ある 。 


詳細 は 、 以 下 の 各 表 の と お り 。 


【 太 陽光 発電 】 
既存 の 再 エネ 発電 設備 の 状況 
_ 」 設備 能力 | 発電 量 供給 方 法 
设置 方法 | ”设置 场 量 | 設置 导入 时 期 | 電 
及 置 方 法 置場 所 数 量 有 & 置 者 (W) (KW hy 年 ) 導入 時 期 電源 (供给 主体 ) 
岩 根 小 学 校 | 平成 | 非 FIT | 自家 消費 弄 
軒 i 
层 根 置 考 | (公共 施 设 ) | 1 施 设 | 市 | 電源 (市 ) 
石部 南 市 営 自家 消費 型 
屋根 置き 住宅 | 1 施設 | 市 10 9.940| 号 a (市 ) 
(公共 施 设 ) 的 
5 (一 社 ) 
\ ン バニ > 
屋根 置き 2 コナ ン 市 =p 
(屋根 貸 | ここ . | 1 施設 | 民 共同 発 | 20.88 20, 754 2 共同 発電 プロ 
(民間 福祉 人 24 年 度 | 電源 
し ) 二 電 プ ロジ ジェ クト ) 
施設 ) 2 
(一 社 ) 
屋根 置き | 甲 陸 発 電 所 コナ ン 市 平成 本 (コナ ン 市 民 
(屋根 貸 | (民間 施 | 1 施設 | 民 共同 発 | 105.6 104, 966| 25 年 度 電源 共同 発電 プロ 
し ) 設 ) 電 プ ロジ ジェ クト ) 
ェクト 
平松 保育 園 _ 平成 非 F IT 自家 消费 型 
于 
屋根 置き (公共 施 设 ) | 1 施 设 | 市 0 和 5 年 度 | 電源 (市 ) 
水戸 小学 校 平成 非 F IT 自家 消費 型 
置 i 
层 根 置 考 | (公共 施 设 ) | 1 施 设 | 。 市 " | 電源 (市 ) 
学校 給食 セ 7 3 
屋根 置き | ンタ ー |1 施 設 | 市 18 6002 5 | 60 | 相 表 肖 計 
の 26 年 度 | 電源 (市 ) 
菩提 寺 ま ち づ 
くり セン ター| 平成 | 非 FIT | 自家 消费 型 
置 i 
屋根 置き 1 施設 | 市 10 00001 | 
(公共 施設 ) 
石部 小学 校 と 平成 非 FIT 自家 消費 型 
于 i 
层 根 置 考 | (公共 施 设 ) | 1 施 设 | 市 | 電源 (市 ) 
浄 苑 平成 F IT 自家 消費 型 
于 i 
本 市 上 | 電源 (市 ) 
(一 社 ) 
屋根 置き | 十 二 坊 温泉 コナ ン 市 平成 BR (コナ ン 市 民 
(屋根 貸 | ゆら ら | 1 施設 | 民 共同 発 | 16.3 16.202| rg | gy | 共同 発電 プロ 
し ) (公共 施設 ) 電 プ ロジ 9 i ジェ クト ) 
ェクト 
做 3 三 
a EE oe 平成 FIT RN 
在 = 共同 足守 
(屋根 貸 1 施設 民 共同 発 23.6 23, 458 28 年 度 電源 2 
| (公共 施設 ) 電 ブ ロジ ジェ クト ) 
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ェクト 


夏見 会 館 i 平成 | 非 FIT 自家 消费 型 
置 i 
屋根 置き | ns) | ! 施 設 | 市 5 CR a 
市 民 産 業 交 
FE 吻 沿 中 
屋根 置き rs 1 施設 | 市 15 610 2 EEV a 
63 28 年 度 | 電源 (市) 
の の 9 
屋根 置き | セン ター | 1 施 设 | 市 10 0 NIR 
(公共 施設 ) 28 年 度 | 電源 (市 ) 
甲西 中 学校 _ 平成 | 非 F IT 自家 消费 型 
置 i 
必要 人 設 ) | 信 設 | 市 い 90029 年 度 | 電源 (市 ) 
こ な ん ウ 平成 FTT ( こ な ん ウル 
屋根 置き 民間 倉庫 屋根 | 2 施設 | ルト ラバ | 567.24 | 593.000 30 年度 | ョ a トラ パワ ー 
ワー = 央 ) 
a こ な ん ウ オフ サイ ト PPA 
_ | ルト ラ パ 令 和 | 非 FIT 電 | ( こ な ん ウル 
シェ ア ! } i 
| 市 有 地 | 1 施設 | 。 。 | 195 21.000| で 0 
铺 ) 
こ な ん ウ オン サイ ト PPA 
- | ルト ラ パ 令 和 Sg ( こ な ん ウル 
屋根 置き ミ ンタ ー | 1 施設 9.45 10.000 自家 消费 型 | "-“^ 
马 一 由 2 年 度 トラ パワ ー 
(公共 施設 ) 
赴 ) 
な x 
屋根 置き | 市 民 学習 交流 ey Ne | 
駐車 場 屋 | セン ター | 1 施設 车 127 140.000| “| 自家 消费 型 | 、 一 “” 
局 一 贿 3 年 度 トラ パワ ー 
根 (公共 施設 ) 
师 ) 
」 こ な ん ウ オン サイ ト PPA 
io _ | ルト ラ パ 令 和 0 ( こ な ん ウル 
屋根 置き | ター 1 施設 128 141.000 自家 消费 型 | "“^ 
吕 一 由 4 年 度 トラ パワ ー 
(公共 施設 
帆 ) 
こ な ん ウ オン サイ ト PPA 
甲西 図書 館 _ | ルト ラバ パ 令 和 ( こ な ん ウル 
置 i 家 消费 型 
屋根 置き | し Jas、 | 1 施設 | 已， 人 113 124 000| 4 年 度 | 自家 消费 型 | OH 
帆 ) 
合计 |1, 253.57 | 1.316.642 
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2.4 民生 部 門 の 電力 消費 に 伴う CO2 排出 の 実質 ゼロ の 取組 


(1) 実施 する 取組 の 具体 的 内 容 


【「 実 質 ゼ ロ 」 の 計算 結果 】 
民生 部 门 D 电 力 需要 量 再 エ ネ 等 の 電力 供給 量 省エネ に よる 電力 削減 量 
(1009%) (86.29%) (13.896) 


14, 555, 558 = | 12,545, 133 十 | 2,.010, 425 
(kW h/ 年 ) (KW h/ 年 ) (KW h/ 年 ) 


提案 地方 公共 団体 全体 の 
民生 電力 需要 量 
232, 764, 927 

(KW h/ 年 ) 


先行 地域 の 上 記 に 占め る 
割合 
6.3 

(96) 


【 取 組 の 全体 像 】 

脱 炭 素 先行 地域 の 民生 部 門 の 電力 需要 量 は 、14, 555, 558 kW h/ 年 で あり 、 そ の うち 12, 545, 133 kW 
h/ 年 の 再 エ ネ 等 の 電力 供給 、2. 010, 425 kW h/ 年 の 省エネ に よる 電力 削減 に 取り 組み 、 実 質 ゼ ロ と す 
る 。 
具体 的 に は 、 湖 南 市 の 公共 施設 、 民 間 福 祉 施設 、 参 画 意向 の ある 住宅 及び 工場 ・ 事 業 場 に 対し 
て 、 太 陽光 発電 設備 、 蓄 電池 、LED 化 、 空 調 設 備 の 更新 で 脱 炭 素 化 を 図る 。 

市 内 の 電源 は 太陽 光 発 電 が 中 心 に な る た め 、 蓄 電池 も 同時 に 導入 し 発電 量 の 変動 を 吸収 し 、 こ な 
ん ウル トラ パワ ー( 株 ) が エネ ルギー を 一 括 管 理 す る こと で 、 脱 炭素 先行 地域 内 の 施設 で 余剰 を 使い 
きる よう 制御 する 。 

住宅 に つい て は 、 太 陽光 発電 と 蓄電 池 を セッ ト 導 入 す る 。 

な お 、 脱 炭素 設備 の 導入 で カー ボン ニュ ー ト ラル を 達成 で き な い 電力 需要 に つい て は 、 こ な ん ウ 
ルト ラバ パワ ー (株 ) か ら 脱 炭素 電力 を 調達 する こと で 達成 する 。 

初期 導入 費用 に つい て は 、 こ な ん ウル トラ パワ ー (株) 又は ( 同 ) こ な ん ウル トラ 脱 炭 素 推進 機構 が 
資金 調達 を 行う こと で 、 初 期 導入 費用 を 負担 する 。 坦 要 家 は 初期 費用 な し で 、 月 々 の サー ビス 料 を 
支払 っ て いた だ く ス キー ム (PPA、ESCO ス キー ム ) と し 且つ 、 で きる だ け 現 状 の エネ ルギー 
コス ト と 同等 と な る よう に する こと で 、 今 回 の 脱 炭 素 先行 地域 へ の 参加 の ハー ドル を 下げ る 。 


(補足 説明 ) 

こ な ん ウル トラ パワ ー 株 式 会 社 
: 再生 可能 エネ ルギー の 普及 、 導 入 と 経済 の 地域 内 で 循環 させ る こと を 目的 と し た 自治 体 新 電 
カカ 「 こ な ん ウル トラ パワ ー 株 式 会 社 」 を 湖南 市 及び その 趣旨 に 賛同 し た 民間 企業 、 金 融 機関 
等 が 出資 し 、2016 年 5 月 に 設立 し た 。 


合同 会 社 こ な ん ウル トラ 脱 炭 素 推進 機構 
: こ な ん ウル トラ パワ ー( 株 ) が 実施 主体 と な っ て いる 事業 で は 、 数 十 億 円 規模 の 設備 導入 を 行 
っ て いく 計画 で ある 。 そ の た め 、 事 業 実施 の 効率 化 な ど に より スム ー ズ な 設備 導入 を 図る た 
め 、 太 陽光 発電 設備 な どの 本 事業 で 導入 する 設備 の 導入 ・ 保 有 ・ 管 理 を 担う SPC (特別 目的 
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会 社 ) の 立ち 上 げ を こ な ん ウル トラ パワ ー( 株 ) に て 決定 。SPC は 、 潜 南 市 地域 脱 炭 素 移行 ・ 
再 エネ 推進 補助 金 に 係る 事業 を 実施 する 位置 づけ で ある 。 


※SPC の 構成 企業 は 、 パ シフ ィ ッ ク パ ワー (株 ) 、 三 菱 HC キャ ピタ ル (株 ) 、 こ な ん ウル 
トラ パワ ー (株 ) の 3 社 。 パ シン フィック パワ ー (株 ) は こ な ん ウル トラ バ パワー (株 ) の 株 
主 で あり 、 三 菱 HC キャ ピタ ル (株 ) は 設備 導入 に 伴う 資金 計画 立案 ・ 資 金管 理 、 導 入 
後 の 設備 の 施工 管理 、 資 産 管理 等 の ノウ ハウ を 有する 専門 会 社 で ある 。 


男 脱 炭素 先行 地域 に お ける 設備 導入 支援 の スキ ー ム 


こ な ん ウル トラ パワ ー 
( 脱 炭 素 事業 主体 ) 


電力 供給 : 
PPA サ ービス 提供 : 


機器 ・ ッ スム 賃貸 


設備 利用 7 
補助 金管 理 等 の 
役務 提供 


機能 : ① 設 備 導 入 (発注 、 工 事 監 理 ) 


託 : ③ 機 器 ・ 設 備 の 保有 
2 2 ③ 自 治 体 新 電力 へ の 設備 賃貸 
地 元 工事 会 社 等 ーー @ 設 備 の O&M 
> ⑤ 上 記 の た め の 事 業 計 画 及 び 


資金 調達 ・ 返 済 等 の 資金 管理 


: | ご な ん ウル トラ 脱 炭 素 推進 機構 


バシ フィ ッ ク バ ワー 


に こ な ん ウル トラ バ ワ 
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に 係る 実質 ゼロ を 達成 する た め の 取 組 内 容 


種類 


民生 部 門 の 


合意 形成 の 
状況 


電力 需要 量 


再 エ ネ 等 の 供給 量 (KW h/ 年 ) 


再 エ ネ 等 の 


(kW h/ 年 ) 


自家 消費 等 


电力 


メニ ュー 


Bull 


電力 供給 元 
(発電 主体 ) 


省エネ に よる 
電力 削減 量 
(KW h/ 年 ) 


済み 
合意 
说明 
明 


| 


| my 


由 DH DE 


戸 建 住宅 500 戸 2, 012, 500 1, 408, 750 603, 750 KUP 


训 | 
剖 


| my 
下 
六 
ま 


② 公共 (市 ) 公共 施設 75 施設 Me 1, 012, 543 3, 355, 627 3, 167, 507 KUP 489, 409 


則 型 紀 避 6 
紀 


落 | 站 1 
| 中 

》 计 | 哩 

$ 


③ 公共 (県 ) 公共 施設 5 施設 1, 317, 173 948, 200 251, 350 KUP 117, 623 


| y 洲 1 


福祉 施設 45 施設 4, 213, 342 1, 104, 400 1, 705, 549 KUP 1, 403, 393 


ly 小 | 
谢 | 壁 绍 悟 涡 | 壁 
| 旦 如 二 这 | 加 时 
加 


ロ H HH 


让 
上 
| 


⑤ 民生 ・ 業 務 そ の 他 | 工場 20 施設 


ロロ ND ロロ ロロ NO ロロ DNDN ロロ ONO 
0 
了 
印 


合計 14, 555, 558 6, 816, 977 5, 728, 156 2, 010, 425 
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【 民 生 部 門 の 電力 需要 家 の 状 況 (対象 ・ 施 設 数 、 直 近年 度 の 電力 和 需 要 量 等 ) 】 
対象 設 試算 方 法 直 近 电力 需要 量 需要 家 上 0 
数 (kW h/ 年 ) 合意 形成 の 状況 
① 戸 建 住宅 500 戸 | 家庭 部 門 の CO2 排出 2, 012, 500 | 住宅 開発 施工 者 で ある 西村 建設 経 
実態 統計 調査 より 推 由 で 土地 区 画 整理 組合 に 説明 予 
計 定 。 
② 共 施 設 計 80 | 令 和 3 年 度 実績 値 8, 329, 716 
施設 
③ 市 ”公共 施主 75 1, 012, 543 
※ 一 部 R2 数 値 
相 子 袋 ま ち づ く り セ ンタ 42, 832 | 太陽 光 発 電設 備 に つい て 、 既 存 の 
一 も の を 活用 し 、 新 た に 設置 する こ 
と に つい て 合意 済 
石部 南 ま ち づ く り セ ンタ 12, 076 
岩根 まち づく り セ ンタ ー 18, 508 
菩提 寺 ま ち づ く り セ ンタ 83, 592 | 太陽 光 発 電設 備 に つい て 、 既 存 の 
一 も の を 活用 し 、 新 た に 設置 する こ 
と に つい て 合意 済 
下田 まち づく り セ ンタ ー 21, 462 
水戸 コミ ュ ニ ティ セン タ 36, 039 
菩提 寺 コ ミュ ニテ ィ セ ン 18, 781 
ター 
石部 コミ ュ ニ ティ セン タ 8, 439 
市 民 学 習 交流 セン ター 127.650 | PPA 事 業 に より 太陽 光 発 電設 備 
と 蓄電 池 設 置 済 
雨山 公园 管理 事务 所 89, 127 
石部 文化 ホー ル 【 石 部 図 126, 207 
書館 & 石 部 まち づく り セ 
ンタ ー 合 算 】 
総合 体育 館 255, 717 
水戸 体育 館 7, 090 
総合 スポ ー ツ 施設 (サン 50, 606 
ビレ ッ ジ 甲西 ) 
甲西 文化 ホー ル 62, 244 
田代 が 池 テ ニス コー ト 3, 114 
石部 防災 セン ター 6, 428 
東 庁舎 721, 905 
みく も 地域 人 権 福祉 市 民 47.722 | GND (环境 省 : : グリ ー ン ニュ ー 
交流 セン ター【 三 雲 まち ディ ー ル 事業 ) 事業 に より 太陽 光 
セン 合算 】 発電 設備 と 蓄電 池 設 置 済 
夏見 会 館 6, 934 | 自家 消費 太陽 光 発 電設 備 設置 済 
いし べ 交 流 セ ンタ ー 8.048 | PPA 事 業 に より 太陽 光 発 電設 備 
設置 済 
社会 福祉 セン ター 52, 735 
ふれ あい の 館 8, 989 
石部 保健 セン ター 50, 827 
石部 軽 運動 場 27, 883 
石部 老人 福祉 セン ター 20, 653 
さつき 作業 館 1, 110 
三雲 児童 館 7, 485 
三雲 学童 保育 所 13, 072 
三雲 東 学童 保育 所 5, 317 


石部 学童 保育 所 9, 380 

石部 南 学童 保育 所 7.492 

岩根 学童 保育 所 5, 427 

车 提 寺 学 童 保育 所 14, 874 

菩提 寺 北 学童 保育 所 16, 125 

下田 学童 保育 所 8, 640 

水戸 学童 保育 所 10, 477 

平松 こども 園 82, 171 | 自家 消費 太陽 光 発電 設備 設置 済 

石部 保育 園 【 石 部 子 育 支 59, 429 

援 セン ター 合算 】 

岩根 こども 園 【 子 育 支援 84, 513 

セン ター 合算 】 

下田 こども 園 59, 985 

保健 セン ター 87, 669 

じゅ らく の 里 「 福 祉 パー 82, 895 | 太陽 光 発 電設 備 設置 予定 

ク 館 」 合意 済 

石部 診療 所 【 訪 問 看護 ス 209, 809 

テー ショ ン 合 算 】 

水戸 診療 所 26, 448 

岩根 診療 所 21, 136 

夏見 診療 所 10, 332 

シル バー ワー ク プ ラ ザ 11, 775 

共同 福祉 施設 (サン ライ 79, 660 

フ 甲 西 ) 

湖 國 十 二 坊 の 森 ( 十 二 坊 606, 591 | 市 民 共 発電 所 設置 済 

温泉 ゆら ら ) 新た に 駐車 場 屋根 へ の PP A 事業 
協議 中 

石部 宿 田楽 茶屋 10, 370 

ここ ろ の 街角 サロ ン 「 い 1, 950 

し べ 宿 駅 」 

も り の 駅 5, 899 

土 の 館 【 木 工 の 館 合 算 】 14, 322 

市 民 産 業 交流 促進 施設 127,851 | GND 事 業 に より 太陽 光 発 電設 備 

「 こ こび ぴあ 」 と 蓄電 池 設 置 済 
魅力 発信 拠点 施設 62, 915 
「HAT」 

リサ イク ルプ ラ ザ 159, 474 | PPA 事 業 に より 太陽 光 発 電設 備 
設置 協議 中 

湖南 市 浄 苑 167, 612 | FI T 太 陽光 発電 設備 設置 済 
PPA 事 業 に より 太陽 光 発 電設 備 
設置 協議 中 

西 庁舎 【 少 年 セン ター 合 118, 776 

算 】 

学校 給食 セン ター 860, 881 | GND 事業 に より 太陽 光 発 電設 備 
と 蓄電 池 設置 済 
新た に PP A 事 業 合意 済 

三雲 東 小学 校 39 

三雲 小学 校 172, 491 

石部 小学 校 193, 357 | 自家 消費 太陽 光 発 電設 備 設 置 済 

石部 南小 学校 123, 927 

岩根 小学 校 151, 224 | 自家 消費 太陽 光 発 電設 備 設 置 済 

菩提 寺 小 学校 172, 470 

菩提 寺 北 小学 校 119, 886 

下田 小学 校 150, 205 

水戸 小学 校 111, 944 | 自家 消費 太陽 光 発 電設 備 設 置 済 

石部 中 学校 170, 592 

甲西 中 学校 125,050 | 自家 消費 太陽 光 発 電設 備 設 置 済 
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甲西 北 中 学 校 190, 089 
日 枝 中 学校 104, 870 
教育 サポ ー ト セン ター 10, 618 
甲西 図書 館 124, 791 
県 公共 施設 計 5 1, 317, 173 
甲西 高校 230, 475 
石部 高校 332, 695 
三雲 養護 学校 0 
動物 保護 管理 セン ター 86, 293 
近江 学園 390, 715 | 蓄電 池 有 り 可 能 バス 
45 施 R2 年 度 実績 4, 213, 342 | 45 施設 12 法人 
③ 福祉 施設 設 
八 起 会 合意 済み 
i 1, 861, 154 
ワイ ワイ あ ぼ し クラ ブ 合意 済み 
i 31, 301 
な ん て ん 共 働 サ ービス 合意 済み 
0 27, 472 
近江 ちい ろば 会 合意 済み 
i 179, 413 
近江 和 順 会 合意 済み 
時 966, 758 
美 松 会 合意 済み 
人 620, 104 
大 木 会 合意 済み 
2 17, 384 
さわ ら び 福祉 会 9.372 | 合意 済み 
椎の木 会 238, 240 | 合意 済み 
し あわ せ 作 業 所 7.641 | 合意 済み 
さつき 作業 所 6,384 | 合意 済み 
グロ ー 合意 済み 
6 施 设 219, 173 | 中 
その 他 4 施設 28, 946 | 協議 中 
合計 14, 555, 558 
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【 再 エネ 等 の 電力 供給 に 関す る 状況 (実施 場所 ・ 施 設 数 、 


調達 方 法 、 電 力 供給 量 )】 


実施 場所 施設 調達 方 法 (kW h/ 年 ) 再 エ ネ 等 の | 電力 供給 
数 相対 契 電力 電力 供給 元 量 
自家 消費 等 | 榴 ” メニ ュ | 証書 | (発電 主体 ) | (KWh/ 
一 年 ) 
ーー = 
① 戸 建 住宅 90 50 0080 KUP 2.012.500 
② 公 共 施 設 80 3, 355, 627 3.167.507 8, 329, 716 
相 子 袋 ま ち づ く り セ 29. 982 12.850 KUP 42.832 
ンタ ー 
石部 南 ま ち づ く り セ 12.076 KUP 12.076 
ンタ ー 
岩根 まち づく り セ ン 18, 508 KUP 18, 508 
タ ュー 
菩提 寺 ま ち づ く り セ 58.514 25.078 KUP 83.592 
ンタ ー 
下田 まち づく り セ ン 21.462 KUP 21, 462 
タ ーー 
水戸 コミ ュ ニ ティ セ 36.039 KUP 36.039 
ンタ ー 
菩提 寺 コ ミュ ニテ ィ 18.781 KUP 18, 781 
セン ター 
石部 コミ ュ ニ ティ セ 8, 439 KUP 8, 439 
ンタ ー 
市 民 学 習 交流 セン タ 89, 355 38, 295 KUP 127, 650 
雨山 公园 管理 事务 所 89, 127 KUP 89.127 
石部 文化 ホー ル 【 石 126, 207 KUP 126, 207 
部 図書 館 & 石 部 まち 
づく り セ ンタ ー 合 
算 】 
総合 体育 館 71.500 184.217 KUP 255. 717 
水戸 体育 館 7, 090 KUP 7, 090 
総合 スポ ー ツ 施設 35, 424 15, 182 KUP 50, 606 
(サン ビレ ッ ジ 皿 
西 ) 
甲西 文化 ホー ル 43, 571 18, 673 KUP 62.244 
田代 が 池 テ ニス コー ,114 KUP 3.114 
ト 
石部 防災 セン ター 6.428 KUP 6.428 
東 庁舎 721.905 KUP 721.905 
相 子 袋 会 館 廃止 
岩根 会 館 
みく も 地域 人 権 福祉 9.940 37.782 KUP 47.722 
市 民 交 流 セン ター 
【 三 雲 コ ミセ ン 合 
算 】 
夏見 会 館 4.854 2.080 KUP 6.934 
いし べ 交 流 セ ンタ ー 5.634 2.414 KUP 8.048 
社会 福祉 セン ター 52, 735 KUP 52, 735 
ふれ あい の 館 8.989 KUP 8.989 
石部 保健 セン ター 50.827 KUP 50, 827 
石部 軽 運動 場 27, 883 KUP 27, 883 
石部 老人 福祉 セン タ 20, 653 KUP 20, 653 
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さつき 作業 館 1.110 KUP 1.110 
三雲 児童 館 7, 485 KUP 7, 485 
三雲 学童 保育 所 13, 072 KUP 13, 072 
三雲 東 学童 保育 所 5, 317 KUP 5, 317 
石部 学童 保育 所 9, 380 KUP 9, 380 
石部 南 学童 保育 所 7, 492 KUP 7, 492 
岩根 学童 保育 所 5, 427 KUP 5, 427 
菩提 寺 学 童 保育 所 14, 874 KUP 14, 874 
菩提 寺 北 学童 保育 所 16, 125 KUP 16, 125 
下田 学童 保育 所 8, 640 KUP 8, 640 
水戸 学童 保育 所 10, 477 KUP 10, 477 
平松 こども 園 4, 970 77, 201 KUP 82, 171 
石部 保育 園 【 石 部 子 59, 429 KUP 59, 429 
育 支援 セン ター 合 
算 】 
岩根 こども 園 【 子 育 84, 513 KUP 84, 513 
支援 セン ター 合算 】 
下田 こども 園 59, 985 KUP 59, 985 
保健 セン ター 87, 669 KUP 87, 669 
じゅ らく の 里 「 福 祉 58, 027 24, 869 KUP 82, 895 
パー ク 館 」 
石部 診療 所 【 訪 問 看 209, 809 KUP 209, 809 
護 ス テー ショ ン 合 
算 】 
水戸 診療 所 26, 448 KUP 26, 448 
岩根 診療 所 21, 136 KUP 21, 136 
夏見 診療 所 10, 332 KUP 10, 332 
シル バー ワー タク プラ 11, 775 KUP 11, 775 
ザ 
共同 福祉 施設 (サン 79, 660 KUP 79, 660 
ライ フ 甲 西 ) 
湖 國 十 二 坊 の 森 ( 十 134, 200 472, 391 KUP 606, 591 
二 坊 温泉 ゆら ら ) 
石部 宿 田楽 茶屋 10, 370 KUP 10, 370 
ここ ろ の 街角 サロ ン 1, 950 KUP 1, 950 
「 い し べ 宿 駅 」 
も り の 駅 5, 899 KUP 5, 899 
土 の 館 【 木 工 の 館 合 14, 322 KUP 14, 322 
算 】 
市 民 産 業 交流 促進 施 14, 910 112, 941 KUP 127, 851 
設 「 こ こ ぴ あ 」 
魅力 発信 拠点 施設 62, 915 KUP 62, 915 
「HAT」 
リサ イク ルプ ラ ザ 99, 000 60, 474 KUP 159, 474 
湖南 市 浄 苑 79, 200 88, 412 KUP 167, 612 
西 庁舎 【 少 年 セン タ 118, 776 KUP 118, 776 
一 合算 】 
学校 給食 セン ター 158, 892 701, 989 KUP 860, 881 
三雲 東 小学 校 86, 491 37, 068 KUP 123, 559 
三雲 小学 校 99, 000 73, 491 KUP 172, 491 
石部 小学 校 61, 640 131, 717 KUP 193, 357 
石部 南小 学校 77, 000 46, 927 KUP 123, 927 
岩根 小学 校 9, 940 141, 264 KUP 151, 224 
菩提 寺 小 学校 110, 000 62, 470 KUP 172, 470 
菩提 寺 北 小学 校 119, 886 KUP 119, 886 
下田 小学 校 105, 144 45, 062 KUP 150, 205 
水戸 小学 校 78, 361 33, 583 KUP 111, 944 
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石部 中 学校 99, 000 71, 592 KUP 170, 592 
甲 西 中 学 校 87, 535 37, 515 KUP 125, 050 
甲 西 北 中 学 校 190, 089 KUP 190, 089 
日 枝 中 学 校 73, 409 31, 461 KUP 104, 870 
教育 サポ ー ト セン タ 10, 618 KUP 10, 618 
甲 西 加 书馆 87.354 37, 437 KUP 124, 791 
甲西 高校 161, 333 69, 143 KUP 230, 475 
石部 高校 123, 200 209, 495 KUP 332, 695 
三雲 養護 学校 159, 500 117, 495 KUP 276, 995 
動物 保護 管理 セン タ 55, 000 31, 293 KUP 86, 293 
近江 学園 273, 501 117, 215 KUP 390, 715 
福祉 施設 45 KUP 
八 起 会 281, 600 1, 579, 554 KUP 
6 施設 1, 861, 154 
ワイ ワイ あ ぼ し クラ 13, 200 18.101 KUP 
ブ 31, 301 
5 施設 
な ん て ん 共 働 サ ー ビ 11, 000 16, 472 KUP 
ス 27,472 
2 施設 
近江 ちい ろば 会 100, 100 79, 313 KUP 
7 施設 179, 413 
近江 和 顺 会 129, 800 836, 958 KUP 
6 施 设 966, 758 
美 松 会 247, 500 372, 604 KUP 
3 施設 620, 104 
大 木 会 12, 169 5, 215 KUP 
2 施 设 17, 384 
さわ ら び 福祉 会 9. 372 KUP 9.372 
椎の木 会 166, 768 71.472 KUP 238.240 
し あわ せ 作 業 所 5, 349 2.292 KUP 7.641 
さつき 作業 所 4.469 1.915 KUP 6.384 
グロ ー 49. 500 169, 673 KUP 
6 施 设 219, 173 
その 他 4 施設 20, 262 8, 684 KUP 28, 946 
合計 5, 084, 846 9, 470, 713 14, 555, 558 
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【 省 エネ に よる 電力 削減 に 関す る 状況 (実施 場所 ・ 施 設 数 、 取 組 内 容 、 電 力 削減 量 )】 


実施 場所 施設 数 取組 内 容 電力 削減 量 (kW h/ 年 ) 
① 市 公共 施設 計 20 施設 489, 409 
図書 館 空調 設備 入替 、 51.000 
照明 設備 LED 化 
リサ イク ルプ ラ ザ 空調 設備 入替 8, 000 
市 立 認定 こども 保 空調 設備 入替 8, 000 
育 園 
まち づく り セ ンタ 空調 設備 入替 7.000 
まち づく り セ ンタ 照明 設備 LED 化 22.000 
その 他 空調 設備 入替 、 393. 409 
(追加 想定 ) 照明 設備 LED 化 
① 県 公共 施設 計 3 施設 117, 623 
甲西 高校 照明 設備 LED 化 32.267 
石部 高校 照明 設備 LED 化 46, 577 
三雲 養護 学校 照明 設備 LED 化 38.779 
② 福祉 施設 計 20 施設 1, 403, 393 
福祉 施設 空調 設備 入替 1, 403, 393 
福祉 施設 エコ キュ ー ト 導入 
その 他 
(追加 想定 ) 照明 設備 LED 化 
合計 ー 2, 010, 425 
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【 再 エネ 等 の 電力 供給 量 の うち 脱 誠 素 先行 地域 が ある 地方 公共 団体 で 発電 し て 消費 する 再 エ ネ 電 
力量 の 割合 (地産 地 消 割合 )】 


再 エ ネ 等 の 電力 供給 量 の う 脱 庶 素 先行 地域 が ある 地方 公 2.4(1) 【「 実 質 ゼ ロ 」 の 計 
ち 脱 炭素 先行 地域 が ある 地 共 団 体内 に 設置 され た 再 エ ネ 算 結 果 】 式 の 【 再 エネ 等 
方 公共 団体 で 発電 し て 消費 発電 設備 で 発電 し て 先行 地域 の 電力 供給 量 】 
する 再 エ ネ 電 力量 の 割合 内 の 電力 需要 家 が 消費 する 再 
(※1) エネ 電力 量 (※2) 
(B) 一 (A) (已 ) 
92.3 一 11，529, 227 (kW h/ 年 ) | = 12, 545, 133 x 100 
(96) (kW h/ 年 ) 

(※1) 上 限 1009% (※2) 


脱 炭 素 先行 地域 が ある 地方 公共 団体 内 に 


設置 され た 再 エネ 発電 設備 で 発電 し た 再 エ 
ネ 電 力 で あっ て 、 自 家 消費 、 相 対 契 約 、 ト 
ラッ キン グ 付 き 証 書 ・F I T 特定 卸 等 に よ 


り 再 エ ネ 電 源 が 特定 され て いる も の の う 
ち 、 先 行 地 域内 の 電力 需要 家 が 消費 する も 
の 


地方 公共 団体 外 か ら 調 達する 量 (A) 


1,015, 906 
(KW hy 年 ) 
地方 公共 団体 外 か ら 調 達する 量 の 内 記 
行 地域 の 電力 替 

RNN 再 エネ 等 の 電力 供給 元 の 2 二 20 主 な 供給 先 
0 (発電 主体) 要 家 へ 合 給 され る | 《先行 地 域内 四 电力 需要 家 ) 

電力 量 (KW h/ 年 ) 9 
オフ サイ ト | 滋賀 県 内 の 大 規模 工場 ・ 空 地 等 | os ong | 公共 施設 福祉 施 設 / 
PPA ( こ な ん ウル トラ パワ ー( 株 ) ) 戸建て 住宅 

合計 
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(2) 事業 費 の 額 ( 各 年 度 )、 活 用 を 想定 し て いる 国 の 事業 (交付 金 、 補 助 金 等 ) 


年 度 事業 内 容 事業 費 | 活用 を 想定 し て いる 国 の 事業 (交付 金 、 
( 千 円 ) 補助 金 等 ) の 名 称 と 必要 額 ( 千 円 ) 
令 和 4 | 田 効 果 促進 事業 地域 脱 炭 素 先行 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 
年 度 |・ 省 エネ 診断 6, 000 4, 000 
令 和 5 画 効 果 促 進 事 業 地域 脱 炭 素 先行 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 
年 度 |・ 省 エネ 診断 3, 000 2.000 
一 設 備 導 入 事業 
・ 太 陽光 発電 ・ 蓄 電池 導入 32, 200 21, 467 
・ 省 エネ 設備 更新 66, 649 44 433 
令 和 6 | 画 効 果 促進 事業 地域 脱 炭 素 先行 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 
年 度 |・ 省 エネ 診断 3, 000 2.000 
画 設 備 導 入 事業 
・ 太 陽光 発電 ・ 蓄 電池 導入 937, 000 624, 667 
・ 省 エネ 設備 更新 120, 000 80, 000 
令 和 7 画 効 果 促 進 事 業 地域 脱 炭 素 先行 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 
年 度 |・ 省 エネ 診断 3, 000 2.000 
一 設 備 導 入 事業 
・ 太 陽光 発電 ・ 蓄 電池 導入 935, 300 623, 533 
・ 省 エネ 設備 更新 86, 000 57, 333 
令 和 8 画 効 果 促進 事業 地域 脱 炭 素 先行 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 
年 度 |・ 省 エネ 診断 3, 000 2.000 
一 設 備 導 入 事業 
・ 太 陽光 発電 ・ 蓄 電池 導入 652, 500 435, 000 
・ 省 エネ 設備 更新 122, 000 81, 333 
令 和 9 | 画 設 備 導 入 事 業 地域 脱 炭 素 先行 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 
年 度 ・ 太 陽光 発電 ・ 蓄 電池 導入 492, 500 328, 333 
・ 省 エネ 設備 更新 80, 000 53, 333 
合 計 3.542.149 2, 361, 432 
【 公 共 施 設 
公共 施設 で は 、 主 に 地域 脱 炭 素 化 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 を 活用 する 。 
【 民間 施設 


民間 施設 に つい て は 、 管 理 する 事業 者 に 活用 で きる 国 の 交付 金 ・ 補 助 金 や めこ な ん ウル トラ パワ 
ー (株 ) が 実施 する PPA ム 事業 等 と 想定 され る 自己 負担 額 に つい て 説明 し た 上 で 、 本 提案 書 に 記載 
する こと に 関し て 合意 済 。( 令 和 4 年 8 月 ) 
( 同 ) こ な ん ウル トラ 脱 炭 素 推進 機構 を PD PA 事業 等 の 実施 主体 に 追加 
【 住 宅 (個人 )】 
対象 の 住民 に つい て は 、 活 用 で きる 交付 金 ・ 補 助 金 や 想定 され る 自己 負担 額 に つい て 住民 説明 
会 を 実施 する 予定 ( 令 和 4 年 10 月 予定 ) 
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2.5 民生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 排出 削減 等 の 取組 


(1) 実施 する 取組 内 容 ・ 地 域 特性 を 踏ま えた 実施 理由 と 取組 効果 

① 運 輸 部 門 

(EV 導入 事業 ) 

市 公用 車 、 バ ス 事 業 に お いて EV 導入 を 図る と と も に 、 充 放電 器 を 設置 し 、EV の 蓄電 池 の 
有効 利用 を 図る 。 

温室 効果 ガス 削減 効果 : 5t -COz/ 年 


② 産 業 部 門 

(PPA 事 業 ) 

工場 等 の 屋根 に 、 こ な ん ウル トラ パワ ー 幌 が 公共 施設 へ の PPA ム 事業 導入 実績 に 基づき 、 自 
然 エ ネル ギー 設備 の 導入 を 行い 、 工 場 の 再 エ ネ 電 力 供給 に よる 脱 炭 素 化 を 図る 。 

温室 効果 ガス 削減 効果 : 590t-CO。/ 年 


③ 熱 利用 ・ 供 給 

(木質 バイ オマ スス トー ブフ ブ 導 入 事 業 ) 

福祉 施設 等 に 木質 バイ オマ スス トー ブ の 導入 を 行い 、 林 福 連 携 に より 生み 出さ れ た 木質 バイ オ 
マス 燃料 を 活用 し た 域内 循環 を 図る 。 

温室 効果 ガス 削減 効果 : 1t -CO。/ 年 


(木質 バイ オマ スポ ボイラ ーー 導入 事業 ) 

市 内 公共 施設 に 木質 バイ オマ スポ ボ ポイ ラー の 導入 を 行い 、 林 福 連 携 に より 生み 出さ れ た 木質 バイ 
オマ ス 燃 料 を 活用 し た 域内 循環 を 図る 。 

温室 効果 ガス 削減 効果 : 2t -CO。/ 年 


④ 機 器 の 効率 化 


民生 部 門 以 外 の 部 門 (産業 部 門 ・ 運 輸 部 門 ) で 省エネ 設備 導入 を 行う 
温室 効果 ガス 削減 効果 : 122t-CO。/ 年 
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民生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 排出 削減 取組 一 覧 


区 分 対象 取組 内 容 数 量 合意 形成 状況 温室 効果 ガス 
排出 削減 量 
(t-C02/ 年 ) 
① 運 輸 公用 車 EV 化 4 台 合意 済み 3 
バス E V 化 1 台 合意 済み 2 
小計 5 
② 産 業 民間 事業 者 太陽 光 発電 設備 20 施設 5 施設 合意 済 530 
その 他 協 議 中 
小計 530 
③ 熱 利用 民間 福祉 施設 バイ オマ スス トー ブ 1 台 協議 中 1 
市 レク リエ ーション 場 | バイ オマ ス ボ イ ラー 1 台 合意 済み 2 
小計 3 
③ 機器 の 効 | 工場 ・ 倉 庫 LED 化 10 施 設 | 一 部 合意 済み 122 
率 化 空調 設備 入替 5 施設 ー 部 合意 済み 
小計 122 
合計 660 
ぐ 取 組 1> 


通学 バス 等 の EV 化 に よる CO: 排 出 量 の 削減 (① 運 輸 部 門 ) 


(実施 内 容 ・ 理 由 ・ 合 意 形 成 状 況 ) 

本 市 で は 、 運 輸 部 門 か ら の 温室 効果 ガス 排出 量 の 排出 量 全体 に 占め る 割合 が 、 民 生 部 門 の 割合 
に 比べ て 高い と いう 現状 が ある 。 こ の こと か ら 、 滋 貨 県 立 近江 学園 の 通学 バス 及び 公用 車 の EV 
化 を 進め 、 そ の 電力 を 再 エ ネ で 賭 う 、 さ ら に 導入 意向 の ある 福祉 施設 へ EV 車 を 導入 し 、 施 設 利用 
者 の 指定 避難 所 へ の 移送 手段 の 確保 を 行う 。 

これ ら に より 、 運 輸 部 門 に お ける CO: 排 出 量 実質 ゼロ を めざす 。 

(取組 効果 ) 

温室 効果 ガス 削減 効果 : 5t -CO。/ 年 (軽油 、 ガ ソリ ン 削 減 に 伴う も の ) 

(通学 バス ) 軽油 使用 量 約 0.62kL/ 台 / 年 x 1 台 x2.58 ({-COz/k L (CO: 排 出 係数 )) 
運行 日 数 182 日 、 延 べ 利 用 人 数 11,.466 人 /年 
(公用 車 ) ガソリン 使用 量 約 0.32 k L/ 台 / 年 x4 台 x2.32 (t-COz/k L (CO: 排 出 係数 ) ) 


く 取 組 2 > 
PPA 導 入 事業 (② 産 業 部 門 ) 


(実施 内 容 ・ 理 由 ・ 合 意 形 成 状 況 ) 

産業 部 門 に お いて 、 工 場 の 屋根 等 を 活用 し な が ら 、PPA ム 事業 に よる 太陽 光 発 電設 備 の 導入 を 行 
う 。 

市 内 に 存在 する 県 内 最大 規模 の 湖南 工業 団地 は 、 製 造 事業 所 が 集積 し て お り 、 当 市 に お ける エ 
ネル ギー 費用 は 年 間 約 243 億 円 と な っ て いる 。 同 人 口 規模 の 自治 体 と 比較 する と 、 エ ネル ギー 費用 
の 域外 へ の 流出 額 が 大 きく な っ て いる こと か ら 、 産 業 部 門 に お いて 脱 炭 素 化 を 行う こと に より 、 
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市 域 全体 で の 脱 炭 素 化 及び 地産 地 消 に よる エネ ルギー 費用 の 流出 の 最小 化 を めざす 。 

な お 、 対 象 の 工場 等 に 対し て は 、 個 別に 説明 を 実施 し て お り 、 説 明 を 行っ た ほとん どの 工場 等 
か ら は 前 向き な 反応 を 得 て い る 。 今後 、 引 き 続 き そ の 他 の 工場 に 対し て も 調整 、 耐 荷重 等 の 調査 
を 進め て いく 。 

(取組 効果 ) 

温室 効果 ガス 削減 効果 : 530t-CO。/ 年 


く 取 組 3> 
木質 バイ オマ スス トー ブ ・ ボ イラ ー 導 入 事業 (③ 熱 利用 ・ 供 給 ) 


(実施 内 容 ・ 理 由 ・ 合 意 形成 状況 ) 

福祉 作業 所 に お いて は 、 コ ロナ 褐 に より 請負 う 事 業 が 減少 し て お り 、 こ れ ら に 伴い 作業 所 通所 
者 の 収入 も 減少 し て いる 状況 で ある 。 

地域 の 自然 資源 で ある 森林 に つい て 、 組 合 員 の 高齢 化 等 に より 森林 生産 が 行わ れ て お ら ず 、 荒 
廃し て いる 森林 も 散見 され て いる 。 

これ ら の こと か ら 、 若 の 生産 等 の 作業 に お いて 、 地 域 の 作業 所 等 と 連携 を 図る こと で 、 了 障がい 
の ある 人 の 労働 の 機会 と 作業 所 で の 事業 の 創出 を する 。 

な お 、 福 祉 作業 所 と の 林 福 連携 の 燃料 づく り 、 森 林 組 合 の 間伐 材 搬出 、 市 公共 施設 の バイ オマ 
ス ボ イ ラー 導入 に つい て は 、 そ れ ぞ れ 合 意 を 得 て い る 。 

(取組 効果 ) 

温室 効果 ガス 削減 効果 : 3t -CO。/ 年 


く 取 組 4 > 
民生 部 門 以 外 の 省エネ サー ビス 事業 (④ 機 器 の 効率 化 ) 


(実施 内 容 ・ 理 由 ・ 合 意 形 成 状 況 ) 

産業 部 門 ・ 運 輸 部 門 の 事業 所 に お いて 、 省 エネ 診断 を 行い 、 省 エネ 設備 更新 を 行う 。 

な お 、 事 業 所 の 掘り 起こ し は 、 滋 賀 銀行 の マッ チン グ サ ービス を 利用 する 。 現 状 、 声 が け で き 
て いる 事業 所 は 、 省 エネ に 意欲 的 で あり 、LED 化 、 空 調 更新 に 興味 を 持っ て いる 。 

(取組 効果 ) 

温室 効果 ガス 削減 効果 : 122t-CO。/ 年 
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(2) 事業 費 の 額 ( 各 年 度 ) 、 活 用 を 想定 し て いる 国 の 事業 (補助 金 等 ) 


年 度 事業 内 容 事業 費 | 活用 を 想定 し て いる 国 の 事業 (交付 金 、 
( 千 円 ) | 補助 金 等 ) の 名 称 と 必要 額 ( 千 円 ) 

令 和 5 市 电气 自动 车 5, 100 地 域 脱 炭素 先行 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 
年 度 ~ 3, 400 
8 年 度 
令 和 5 市 电气 自动 车 充电 设备 8, 000 地 域 脱 炭素 先行 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 
年 度 5, 334 
令 和 8 民間 福祉 施設 200 地 域 脱 炭 素 先行 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 
年 度 | バイ オマ スス トー ブ 導 入 支援 事業 133 
令 和 8 市 キャ ンプ 場 300 地 域 脱 炭 素 先行 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 
年 度 | バイ オマ ス ボ イ ラー 導入 支援 事業 200 
令 和 9 | 電 気 バ ス 導入 ( 白 ナ ン バ ー) 25, 000 地 域 脱 炭 素 先行 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 
年 度 16, 667 
令 和 9 則 電 気 自動 車 充電 設備 8, 000 地 域 脱 炭素 先行 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 
年 度 5, 334 
令 和 9 肪 祉 施設 電気 自動 車 2, 550 地 域 脱 炭素 先行 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 
年 度 1.700 
令 和 9 幅 祉 施設 電気 自動 車 充 電設 備 4, 000 地 域 脱 炭素 先行 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 
年 度 2.667 
令 和 7 | 民生 部 門 以外 の 省エネ サー ビス 事業 | 100.000| 地域 脱 炭 素 先行 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 
年 度 ~ 66, 667 
令 和 9 
年 度 

合 計 153,510 102, 102 
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2.6 脱 炭 素 の 取組 に 伴う 地域 課題 の 解決 や 住民 の 暮らし の 質 の 向上 等 、 期 待 され る 効果 


【 地 域 固有 の 課題 及び 先行 地域 の 取組 に よる 解決 に つい て (地域 経済 、 防 災 、 暮 らし の 質 の 向上 
等 、 期 待 さ れる 効果 )】 


地域 固有 の 課題 

地産 地 消 エネ ルギー の 創出 に よる 地域 経済 活性 化 

当 市 に お いて は 、「 湖 南 市 地域 自然 エネ ルギー 地域 活性 化 戦 略 プ ラン 」【 シ ュ タ ッ ト ベ ルケ 
構想 】 を 策定 し 、 地 域 の 自然 エネ ルギー を 活用 し た 地域 内 経済 循環 の 取組 を 進め て いる が 、 
湖南 市 に お ける エネ ルギー 費用 は 年 間 約 243 億 円 で あり 、 同 人 口 規模 の 自治 体 と 比較 する 
と 、 エ ネル ギー 費用 の 域外 へ の 流出 額 が 大 きく な っ て いる 。 

当 市 に お いて 、 シ ュ タ ッ ト ベ ルケ 構想 に 取り 組ん で いる が 、 さ ら に 自然 エネ ルギー を 導入 
し 、 地 域内 で 流通 させ 、 域 外 に 流出 し て いる 資金 を 地域 内 に 違 流 させ る こと に より 、 地 域 経 
済 の 活性 化 に 取り 組む 必要 が ある 。 


先行 地域 の 取組 に よる 地域 課題 解決 に つい て 

脱 炭 素 先行 地域 に お いて 、 新 た に 福祉 施設 、 運 輸 ・ 産 業 部 門 の 企業 へ の 自然 エネ ルギー 
備 、 省 エネ ルギー 設備 を 導入 し 、 脱 炭素 化 ・ エ ネル ギー の 地産 地 消 に 取り 組む 。 

工場 の 屋根 等 で は 、 自 家 消費 し な が ら 、 工 場 が 稼働 し て いな い 時 間 帯 等 に お いて は 、 こ な 
ん ウル トラ パワ ー 帳 が エネ ルギー を 一 括 管 理 す る こと で 、 脱 炭素 先行 地域 内 の 福祉 施設 で 余 
剰 を 使い きる よう 制御 する 。 

市 域 全体 で の 脱 炭 素 化 及び 地産 地 消 に よる エネ ルギー の 創出 に よる 地域 経済 活性 化 を め ざ 
す 。 


KP I (重要 業績 評価 指標 ) 
指標 : 先行 地域 の 取組 に よる 自然 エネ ルギー 導入 量 


現在 ( 令 和 4 年 ) : 1.090 kW 最終 年 度 : 令 和 9 年 度 
10, 000 KW 
KPI 設定 根拠 自然 エネ ルギー の 導入 量 が 、 域 内 で の エネ ルギー の 地産 地 消 や 経済 効 


果 を 評価 で きる た め 。 
KPI 改善 根拠 ・ 方 福祉 施設 、 運 輸 ・ 産 業 部 門 の 企業 に オン サイ ト PP A モ デル に よる 太 
法 陽光 発電 設備 及び 蓄電 池 を 導入 し エネ ルギー マネ ジメント シス テム を 構 
築 す る こと に より 、 自 然 エ ネル ギー の 導入 量 を 最大 限 に 向上 させ 、 地 域 
内 経済 循環 を 創出 する 。 

な お 、 福 祉 施設 や 運輸 ・ 産 業 部 門 の 企業 に は 滋賀 銀行 と と も に 個別 に 
説明 を 実施 し て お り 、 今後 も 脱 炭 素 先行 事業 へ の 参加 を 呼び か け 、 自 然 
エネ ルギー の 導入 量 を 増やす 。 
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地域 固有 の 課題 


公共 施設 ・ 福 祉 施設 に お ける 非常 時 の 電源 確保 と 福祉 施設 利用 者 の 避難 所 へ の 移送 手段 の 確 
保 


市 の 公共 施設 は 、100 施設 存在 し 、 指 定 避難 所 は 50 施設 と な っ て いる 。 

指定 避難 所 の うち 12 施設 に は 、 太 陽光 発電 設備 を 備え て お り 、 同 設備 設置 率 は 24% の み 
と な っ て いる 。 

また 、 設 置 施 設 の うち 蓄電 池 を 備え 非常 時 の 電源 の 確保 を 行っ て いる の は 3 施設 の み で あ 
る 。 
市 内 の 福祉 施設 に お いて は 、 そ れ ぞ れ の 施設 で 避難 計画 等 を 策定 し て いる が 、 非 常時 の 電 
源 が 不足 し て いる 事業 所 が 多く 存在 する 。 

また 、 施 設 利 用 者 の 近隣 の 避難 所 へ の 移送 手段 に つい て も 整備 が 整っ て お ら ず 、 懸 案 事 項 
と な っ て いる 。 

公共 施設 、 福 祉 施設 に 自然 エネ ルギー を 導入 、 蓄 電池 を 設置 し 、 レ ジリ エン ス を 強化 する 
必要 が ある 。 


先行 地域 の 取組 に よる 地域 課題 解決 に つい て 


市 域 の 自然 エネ ルギー の 導入 状況 を 把握 し 、 自 立 分 散 型 エ ネル ギー の 導入 を 推進 し 、 災 害 
時 に お いて も 地域 内 で エネ ルギー を 供給 する こと の で きる 仕組 み を 構築 する 。 


KP ! (重要 業績 評価 指標 ) 


指標 : 災害 時 に 独立 し て 使う こと の で きる 自立 型 電源 の 導入 ・ 運 用 


現在 ( 令 和 2 年 2 月 ) : 最終 年 度 : 令 和 9 年 度 

防災 拠点 と な る 公共 施設 へ の 自然 エネ ルギー 炎 拠点 と な る 公共 施設 へ の 自然 エネ ル ギ 
及び 蓄電 池 の 導 入 一 及び 蓄電 池 の 導 入 

3 施設 9 施設 ( 主 に 小学 校区 単位 に 整備 ) 

KPI 設定 根拠 導入 地域 の 数 が 、 域 内 で の 自立 分 散 型 の 電源 確保 の 程度 を 評価 で きる と 


考え られ る た め 。 な お 、 市 域 に まん べ ん な く 設 置 する 指標 と し て 小学 校 
区 単位 を 目安 と し て いる 。 


KPI 改善 根拠 ・ 方 公共 施設 に オン サイ ト PPA モ デル に よる 太陽 光 発 電設 備 、 蓄 電池 、 
法 を 毎年 2 施設 ずつ 導入 し 、 自 立 分 散 型 の 電源 の 確保 を 行う 。 

福祉 施設 に 、 オ ン サ イト PP A モ デル に よる 太陽 光 発 電設 備 、 蓄 電池 
を 導入 し 、 福 祉 施設 内 の レジ リエ ンス を 強化 する 。 

また 、 福 祉 施設 へ の E V 車 へ の 導入 意向 を 確認 し 、 施 設 利 用 者 の 指定 
避難 所 へ の 移送 手段 の 確保 を 行う 。 
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地域 固有 の 課題 


障がい の ある 人 の 働く 場 の 創出 

市 内 で は 、 農 福 連携 の 取組 に 加え 、 林 業 に つい て も 、 市 内 福祉 作業 所 と 連携 し た 木質 バイ 
オマ ス 燃 料 づ くり の 実証 を 行い 、 関 わり の 場 を 創出 し 、 林 福 連 携 の 取組 を 進め て いる と ころ 
で ある が 、 障 が い の あ る 人 の 働く 場 の 創出 に は 至っ て いな い 。 

また 、 市 内 の 8 施設 の 福祉 作業 所 で は 、 作 業 所 内 で 内 職 等 の 作業 を 行っ て いる が 、 コ ロナ 
袖 に より 請負 う 事 業 が 減少 し て お り 、 こ れ ら に 伴い 作業 所 通所 者 の 収入 も 減少 し て いる 状況 
で ある 。 

木 人 質 バ イオ マス ボイラ ー の 燃料 づく り に よる 林 福 連携 を 進め 、 障 が い の あ る 人 の 働く 場 の 
創出 が 必要 で ある 。 


先行 地域 の 取組 に よる 地域 課題 解決 に つい て 


市 域内 の 障がい の ある 人 の 働く 場 の モデ ル と し て 、 レ クリ エー ショ ン 場 へ 木質 バイ オマ ス 
ボイラ ー を 設置 し 、 林 福 連 携 に より 製造 され た 木質 バイ オマ ス 燃 料 の 供給 を 行う 。 

また 、 障 が い の あ る 人 が 作業 する た め の 指 導 員 と な る 人 材 育成 を 合わ せ て 実施 する こと に 
より 、 障 が い の あ る 人 の 働く 場 の 創出 を 行う 。 


KP I (重要 業績 評価 指標 ) 


指標 : 障がい の ある 人 等 を 含む 自然 エネ ルギー の 取組 へ の 参画 者 数 (※) 


現在 ( 令 和 元 年 度 ) 最終 年 度 : 令 和 6 年 度 
1,815 人 : 3, 000 人 
KPI 設定 根拠 自然 エネ ルギー の 取組 へ の 参画 者 数 その も の が 、 障 が い の あ る 人 の 関 


わり に つい て 評価 で きる と 考え られ る た め 。 


KPI 改善 根拠 ・ 方 林 福 連携 事業 に お いて 、 福 祉 作業 所 が 参画 する 木質 バイ オマ ス 燃 料 製 
法 造 プ ロジ ェクト 実施 に 向け 、 年 間 3 回 程度 の ワー クシ ョ ッ プ の 実施 や 、 
作業 所 通所 者 へ の 指導 員 育 成 を 行う 。 


(※) サツマ イモ 空中 栽培 や 市 民 連 続 講座 へ の 参画 者 数 を カウ ント 
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地域 固有 の 課題 


既存 住宅 団地 に お ける 脱 炭 素 推進 ・ 卒 F I 電源 の 有効 活用 

今回 エリ ア 設 定 を 行う 日 枝 山 手 台 団地 内 の 住居 の 太陽 光 発 電設 備 の 設置 割合 が 5 割 と な っ 
て お り 、 分 譲 か ら 約 11 年 経過 し て いる た め 、 自 然 エ ネル ギー の 余剰 買取 の 終了 と な っ て いる 
太陽 光 発 電設 備 が 多く な っ て お り 、 発 電 し た 電力 が 有効 に 使わ れ て いな い 。 

これ ら の 余剰 買取 の 有効 活用 が 課題 と な っ て お り 、 大 陽光 発電 設備 の 導入 住宅 に は 蓄電 池 
を 設置 、 非 設置 住宅 に は 、 新 規 で 太陽 光 発 電設 備 と 蓄電 池 を 導入 し 、 既 存 住宅 団地 に お ける 
脱 炭 素 化 を 進め る 必要 が ある 。 


先行 地域 の 取組 に よる 地域 課題 解決 に つい て 


市 域内 の 住宅 団地 に お ける モデ ル と し て 、 既 設 の 太陽 光 発 電設 備 の 卒 F I T 電 力 の 買取 
や 、 自 然 エ ネル ギー、 蓄 電池 を 導入 する こと に より 、 既 存 住宅 に お ける 脱 炭 素 化 を 図り 、 他 
の 住宅 団地 へ も 脱 炭 素 化 の 取組 を 進め る 。 


KP I (重要 業績 評価 指標 ) 


指標 : 脱 炭 素 先行 地域 に よる 既存 住宅 へ の 脱 炭 素 設備 導入 戸数 


現在 ( 令 和 4 年 8 月 ) : 50 戸 最終 年 度 : 500 戸 
KPI 設定 根拠 自然 エネ ルギー や 鞭 電池 の 導入 戸数 が 、 既 存 住宅 内 で の 脱 炭 素 化 の 取 
組 の 程度 を 評価 で きる と 考え られ る た め 
KPI 改善 根拠 ・ 方 既存 の 個人 住宅 へ 太陽 光 発 電設 備 設置 済み 住宅 に は 、 蓄 電池 無償 設置 
法 サー ビス で 蓄電 池 の 設 置 を 、 太 陽光 発電 設備 が 8 な 置 さ れ て いな い 住宅 に 
は 太陽 光 発 電設 備 と 蓄電 池 の 設置 を 、 太 陽光 十 蓄電 池 無 償 設 置 サ ービス 
で 導入 を 行う 。 
a 西村 建設 息 及 び 自 治 会 等 を 通じ た 住民 説明 会 を 今年 度 中 に 行 
、 住 民 の 参加 意向 を 確認 する 。 
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2.7 他 地 域 へ の 展開 


① 類 似 市 区 町 村 へ の 拡大 

【 モ デル 性 (展開 可能 性 の ある 類似 地域 )】 

本 市 に お いて は 発達 支援 シス テム に よる 就学 前 か ら 学 齢 、 就 労 ま で 一 貫 し た 支援 や 、 農 福 連 
携 ・ 林 福 連 携 の 取組 を 行っ て いる 。 ま た 、 多 く の 老 健 施設 等 が 存在 し て いる 。 

他 地域 に お いて も 、 障 が い の あ る 人 が 存在 し て お り 、 滋 賀 県 内 の 障害 福祉 サー ビス 事業 所 ( 通 
所 ・ 入 所 ) は 、449 施設 存在 し て いる 。 

当 市 の 農 福 ・ 林 福 連 携 の 取組 や 、 福 祉 施設 へ の 脱 炭素 の 取組 を 他 地 域 で 行う こと は 、 障 が い の 
ある 人 へ の 仕事 の 創出 や 介護 等 福祉 施設 利用 者 へ の 安心 安全 に つなが る 有効 な 取組 で ある 。 


高齢 者 施設 で の イモ 植え 
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【 波 及 効 果 ・ ア ナウ ンス 効果 ・ 類 似 地域 へ の 展開 に 向け た 具体 策 】 
当 市 に お いて は 、 自 然 エ ネル ギー を 活用 し た 取組 、 地 域 新 電力 事業 に よる 展開 や 発達 支援 シス 
テム に お いて 、 既 に 全国 か ら 多く の 行政 視察 等 を 受け 入れ て いる 。 
また 、 自 治 体 地 域 新 電力 会 社 を 設立 以降 、 現 在 まで 多く の 自治 体 等 か ら の 問い 合わ せ や 取材 等 
を 受け て いる 。 
事業 の 効果 な ど を 検証 し た うえ で 、 本 市 と 同じ 特性 や 危機 感 ・ 規 模 感 を 持つ 地方 公共 団体 に 普 
及 展開 する こと が 可能 で ある と 考え て いる 。 
滋賀 県 が 主催 する 「 県 市 町 COz ネ ッ ト ゼ ロ 研 究 会 」 に お いて 、 本 市 の 取組 を 県 内 市 町 と 共有 す 
る こと で 、 地 域 が 主体 と な っ た 取組 の 横 展開 に 努め る 。 
また 、 共 同 提案 者 で ある 滋賀 県 が 、 脱 炭素 社会 を 支え る 人 づく り の 学び の 場 と し て 本 市 を 活用 
する 。 


【 類 似 地域 新 電力 へ の 取組 展開 に | 一般 社团 法 人 エネ ルギー ・ 地 方 創 生 ネッ トワ ー ク 協議 会 

向け た 具体 策 】 具体 新 電力 会 社 1 1 社 と その 株 主 等 2 団体 に よる 地域 振興 の 取組 を 共有 、 連 化 
地域 の ステ ー ク ホル ダー を 活用 TRI 議会 を 設立 し 、 令 和 元 年 5 月 2 に 社 

し た 体制 が 類似 し て いる 自治 体 に | 半生 EL 寺 電 mi を 3 で を 0 の | 「「「「| 

対し て は 、 自 治 体 新 電力 会 社 12 | 2、 和 李 エ ネ ルギー 連 事業 や 地域 活性 人 事業 の 動向 や 

社 (2022 年 8 月 現在 ) が 参画 す | の 回 の 

る 『 一 般 社団 法人 エネ ルギー | 六 レ !b ンプ の 和男 パウ も を か し だ 

地方 食 生 ネッ トワ ー ク 協議 会 』 に 


事例 の 共有 や 広域 的 な 連携 の 推進 


エネ ルギー・ 地 方 創 生 ネッ トワ ー ク 協議 会 | | まき HaB2tSL 


お いて 、 本 事業 の 横 展 開 を 確実 ニーバ こ な ょ ん ウル トラ バ ワ ー 代 表 取 締 役 は は お た 
二 芭 事务 シフ ィ ッ ク パ ワー 株 式 会 社 900 A 

に 、 実 行 し て いく サポ ー ト を 行っ そう ま リ 

て い く o 下 二 后 準 会 員 は HO 内 


ネイ チャー エナ ジー 小国 株 式 会 


電力 会 社 株 主 等 株 式 会 社 ミ 半 寺 県 加 美 町 
2 8 团体 その 他 民 間 企業 
18 社 


43 


② 市 内 その 他 の 地域 へ の 拡大 
【 市 内 へ の 波及 効果 ・ ア ナウ ンス 効果 (市 内 へ の 展開 に 向け た 具体 策 )】 
脱 炭 素 先行 地域 採択 後 は 、 市 内 の 湖南 市 商工 会 、 
湖南 市 工業 会 、 湖 南 工業 団地 協会 、 湖 南 市 作業 所 
部 会 へ の 脱 庶 素 先行 地域 事業 の 紹介 、 こ な ん ウル トラ 
パワ ー 由 の PP A 事 業 の 紹介 、 省 エネ ルギー サー ビス 
事業 、 省 エネ ルギー 調査 を 行い 、 脱 炭素 ドミ ノ を 実現 
する 。 因 间 市 民 连 续 请 
湖南 市 HP や 広報 誌 へ 各 企業 等 の 脱 炭 素 の 取組 、 定 期 鹏 “ 菩 だ の 宰 子 


込ん だ 脱 炭 素 の 取組 を 推進 し 、 施 策 に 対す る 市 民 等 と の 
円 滑 な 合意 形成 を めざし 、 地 域 全 体 で 脱 炭 素 へ の 意識 
醸成 を 行う 。 
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3. 実施 スケ ジュ ー ル 等 
3.1 各 年 度 の 取組 概要 と スケ ジュ ー ル 


【 各 年 度 の 取組 概要 と スケ ジュ ー ル 】 


ぐ 民 生 部 門 の 電力 消費 に 伴う CO2 排出 実質 ゼロ > 
(取組 全体 ) 
官民 連携 の 自然 エネ ルギー 導入 に よる 地域 脱 炭素 化 プ ロジ ェクト 


(取組 ①) 

湖南 市 公共 施設 に お ける 太陽 光 発 電設 備 ・ 蓄 電池 設置 及び 省エネ ルギー 設備 導入 
(取組 ②) 

滋賀 県 公共 施設 に お ける 太陽 光 発 電設 備 設置 ・ 蓄 電池 設置 
(取組 ③) 

福祉 施設 に お ける 太陽 光 発 電設 備 設置 ・ 蓄 電池 設置 及び 省エネ ルギー 設備 導入 
(取組 ④) 


戸 建 住宅 に お ける 太陽 光 発 電設 備 設置 ・ 蓄 電池 設置 


く 民 生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 排出 削減 > 
(取組 ⑤) 
工場 ・ 事 業 所 (産業 部 門 ・ 運 輸 部 門 ) に お ける 太陽 光 発 電設 備 設置 
(取組 ⑥) 
公用 車 ・ バ ス 事 業 に お ける EV 導 入 ・ 充 放電 器 導 入 
(取組 ⑦) 
バイ オマ スポ ボイラ ー 導 入 
(取組 ⑧) 
工場 ・ 事 業 所 (産業 部 門 ・ 運 輸 部 門 ) に お ける 省エネ ルギー 設備 導入 
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【 ス ケ ジ ュ ー ル 】 


令 和 4 令 和 5 令 和 6 令 和 7 令 和 8 令 和 9 令 和 10 令 和 11 令 和 12 
年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 
(最 鸭 年度 
民 国 劾 果 促进 事业 _ 
生 ・ 太陽 光 発 電設 備 設置 ・ 蓄 電池 設置 及び 省 エ 
部 ネル ギー 設備 等 湯 入 の 事業 可能 性 調査 に よ 
門 SW 
の 
力 還 設 備 導入 事業 。 - 6 
消 。 公共 施 設 、 福 祉 施設 に お ける 太陽 光 発 電設 備 ・ 著 電池 設 
= 
站 ・ 公共 施設 、 福 祉 施設 に お ける 省エネ ルギー 設備 導入 
伴 
5 
C 
O 
2 電 
排 設備 導入 
出 制度 设计 
効果 検証 、 広 報 事業 


2 寺 湘 人 肝 全 S テ 宮寺 環 潮 器用 叩 


画 設 備 導 入 事業 
・ 事業 所 に お ける 太陽 光 発 電設 備 設置 
・ 事業 所 に お ける 省エネ ルギー 設備 設置 


画 設 備 導入 事業 
・EV 導入 


イラ ー 導 入 


画 設 備 導 入 事業 
・EV 導入 


画 設 備 導 入 事 業 
・ バ イオ マス ボ 
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3.2 直近 5 年 間 で 実施 する 具体 的 取組 等 


【 直 近 5 年 で 実施 する 取組 】 
年 度 主 な 取組 概要 
令 和 4 年 度 画 効 果 促 進 事業 


・ 省 エネ 診断 に よる 案件 形成 
・ 戸 建 住 宅 に 対す る 設備 導入 制度 設計 


令 和 5 年 度 


一 効 果 促 進 事業 

・ 省 エネ 診断 に よる 案件 形成 

・ 戸 建 住宅 に 対す る 設備 導入 制度 設 ョ 

還 設 備 導入 事業 

① 湖 南 市 公共 施設 5 箇所 (太陽 光 ・ 蓄 電池 設置 、 省 エネ 導入 ) 
③ 福 祉 事業 所 2 箇所 (太陽 光 ・ 蓄 電池 設置 、 省 エネ 導入 ) 取組 
⑥E V・ 充 放電 器 導 入 自動 車 2 台 (公用 車 ) 


令 和 6 年 度 


一 効 果 促 進 事業 

・ 省 エネ 診断 に よる 案件 形成 

還 設 備 導入 事業 

① 湖 南 市 公共 施設 8 箇所 (太陽 光 ・ 蓄 電池 設置 、 省 エネ 導入 ) 
③ 福 祉 事業 所 9 箇所 (太陽 光 ・ 蓄 電池 設置 、 省 エネ 導入 ) 
④ 戸 建 住宅 100 件 (太陽 光 ・ 蓄 電池 設置 ) 

⑤ 民 間 事 業 所 4 箇所 (太陽 光 ・ 蓄 電池 設置 ) 

⑥E V・ 充 放電 器 導 入 自動 車 2 台 (公用 車 ) 


令 和 7 年 度 


一 効 果 促 進 事業 

・ 省 エネ 診断 に よる 案件 形成 

還 設 備 導入 事業 

① 湖 南 市 公共 施設 6 箇所 (太陽 光 ・ 蓄 電池 設置 、 省 エネ 導入 ) 
② 滋 賀 県 公共 施設 5 人 箇所 (太陽 光 ・ 蓄 電池 設置 ) 

③ 福 祉 事業 所 13 箇所 (太陽 光 ・ 蓄 電池 設置 、 省 エネ 導入 ) 

④ 戸 建 住宅 150 件 (太陽 光 ・ 蓄 電池 設置 ) 

⑤ 民 間 事 業 所 5 箇所 (太陽 光 ・ 蓄 電池 設置 ) 

⑧ 民 間 事 業 所 2 箇所 (省エネ 導入 ) 


令 和 8 年 度 


一 効 果 促 進 事業 

・ 省 エネ 診断 に よる 案件 形成 

国 设 备 必 入 事业 

① 湖 南 市 公共 施設 8 箇所 (太陽 光 ・ 蓄 電池 設置 、 省 エネ 導入 ) 
③ 福 祉 事業 所 11 箇 所 (太陽 光 ・ 蓄 電池 設置 、 省 エネ 導入 ) 
④ 戸 建 住宅 150 件 (太陽 光 ・ 蓄 電池 設置 ) 

⑤ 民 間 事 業 所 5 箇所 (太陽 光 ・ 蓄 電池 設置 ) 

⑧ 民 間 事 業 所 4 箇所 (省エネ 導入 ) 


令 和 9 年 度 


還 設 備 導入 事業 

① 湖 南 市 公共 施設 8 箇所 (太陽 光 ・ 蓄 電池 設置 、 省 エネ 導入 ) 
③ 福 祉 事業 所 6 箇所 (太陽 光 ・ 蓄 電池 設置 、 省 エネ 導入 ) 
④ 戸 建 住宅 100 件 (太陽 光 ・ 蓄 電池 設置 ) 

⑤ 民 間 事 業 所 6 箇所 (太陽 光 ・ 蓄 電池 設置 ) 


⑥E V・ 充 放電 器 導 入 バス 1 台 (通学 バス )、 自 動車 2 台 (福祉 施設 ) 


(⑦ バ イオ マス ボイラ ー 1 台 (公共 施設 ) 
⑧ 民 間 事 業 所 4 箇所 (省エネ 導入 ) 


【 6 年 目 以降 事業 最終 年 度 の 取組 ・ 方 針 】 
取組 ①⑧⑥ に つい て 、 引 き 続 き 実施 する 。 


取組 の 進捗 に つい て は 、 本 市 内 部 の 推進 を 担う 「 公 共 施 設 地球 温暖 化 対 策 推進 委員 会 」 で 定期 
的 に 報告 し 、 万 が 一 遅れ が 生じ る 場合 は 追加 策 を 検討 する 。 ま た 、 先 行 地域 周辺 の 地域 で も 。 同 


様 の 取組 が 実施 され る よう 、 横 展開 等 の 取組 拡大 を 検討 し て いく 。 
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【 計 画 期 間 後 も 脱 炭 素 効 果 を 継続 する た め の 方 針 等 】 

事業 実施 後に 、 都 度 、 効 果 検証 を 行い 、 モ デル 事業 と し て 広報 する こと で 、 市 内 及び 県 内 の 戸 
建 住宅 ・ 民 間 事 業 所 へ の 取組 拡大 を は か り 、 案 件 形成 ・ 事 業 実施 を 行っ て いく 。 

本 事業 で 培っ た ノウ ハウ を 活用 し 、 地 域 の 脱 炭 素 化 の 担い 手 で ある こ な ん ウル トラ パワ ー (株 ) 
を 中 心 と し 、 同 社 の 利益 を 次 の 事業 展開 の た め の 省 エネ 調査 等 に 活用 し な が ら 脱 炭素 化 の 取組 と 
し て 、 初 期 投 資 不要 の 自然 エネ ルギー 導入 や 省エネ ルギー サー ビス 事業 の スキ ー ム を 、 グ リー ン 
ボン ド 等 E SG 投資 に より 、 官 民 連 携 の 脱 炭 素 化 事業 を 進め て 行く 。 


具体 的 に は 、 当 市 は 、 更 な る 市 内 で の 地域 課題 の 掘り 起こ し 、 関 係 者 の 調整 、 脱 炭素 に 関わ る 
人 材 育成 に より 、 地 域 が 主体 と な っ た 脱 炭 素 化 の 取組 を 進め る 。 

市 内 の 事業 所 等 へ は 、 商 工 会 、 工 業 会 、 湖 南 工 業 団地 協会 を 通じ て 官民 連携 の 再 エ ネ 導 入 や 省 
エネ ルギー 事業 の 周知 を 図り 、 産 業 部 門 を 含め た 脱 炭 素 化 の 取組 を 進め る 。 

市 内 の 福祉 施設 に お いて は 、 脱 炭素 先行 事業 で の 取組 モデ ル を 、 市 内 全て の 福祉 事業 者 へ の 周 
知 を 図り 、 安 心 安全 な 暮らし の 質 の 向上 を 実現 する 。 

県 内 市 町 の 自治 体 へ は 、 湖 南 市 で の 公共 施設 の P P A 事 業 や 省エネ ルギー 事業 に つい て 、 周 知 
や 視察 等 の 受入 に より 、 広 域 的 な 脱 炭 素 化 を 進め る 。 


滋賀 県 は 滋賀 県 COz ネ ッ ト ゼ ロ 社 会 づく り 推 進 計画 に 基づき 、 県 全域 の 省エネ 化 お よび 再 エ ネ 
導入 を 推進 する と と も に 、 湖 南 市 を 学び の 場 と し て 活用 し 、 脱 炭素 化 と 様々 な 地域 課題 と の つ な 
が り を 意識 で きる 人 材 の 育成 ・ 人 づく り を 進め る 。 


こ な ん ウル トラ パワ ー (株 ) は 、 得 られ た 利益 は 地域 に 恒 元 する こと と し て お り 、 地 域 の 脱 炭 素 
化 の 担い 手 と し て 同社 の 利益 を 活用 し て 、 次 の 脱 誠 素 事業 展開 の た め の 公 共 施 設 で の 再 エ ネ 事 業 
計画 の 検討 作成 や 、 市 内 企業 の 脱 炭素 化 事業 提案 、 中 小 企業 者 へ 省エネ ルギー セミ ナー や 脱 炭 素 
の 相談 事業 、 そ の 他 地 域 課題 解決 に つなが る 事業 展開 を 行う 。 


滋賀 銀行 は 、 県 内 事業 者 へ 脱 炭 素 経営 の 啓発 か ら 計画 策定 、 取 組み 支援 まで を 行う 。 取 組み 支 
援 時 に は 融資 (ESG ファ イナ ンス ) で 資金 面 の 支援 も 積極 的 に 取り 組む 。 

湖南 市 内 で の 脱 誠 素 の 取組 を 銀行 全 支店 へ 周知 を 行い 、 脱 炭素 の 取組 み 意 欲 を 醸成 する と と も に 
取組 み の 裾 野 を 拡げ て いく 。 
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4. 関係 者 と の 連携 体制 と 合意 形成 状況 等 
4.1 関係 者 と の 連携 体制 と 合意 形成 状況 


【 各 主体 の 役割 】 


O 〇 湖南 市 
当 市 は 、 全 国 初 の 湖南 市 地域 自然 エネ ルギー 基本 条例 を Rn 
平成 24 年 9 月 に 制定 し て いる 。 第 7 条 (連携 の 推進 等 ) ルト ラバ 
と し て 、 市 は 、 自 然 エ ネル ギー の 活用 に 関し て は 、 国 、 国 
地方 公共 団体 、 大 学 、 研 究 機関 、 市 民 、 事 業者 及び 民間 大 \ 
非 営利 活動 法人 その 他 の 関係 機関 と 連携 を 図る と と も に 、 SR 
相互 の 協力 が 増進 され る よう 努め る も の と する 。 と し て ーー へ 4 提 
いる 。 和 网 人 人 
先行 地域 の 総合 的 な 事業 推進 、 関係 者 と の 各種 調整 ss 人 
・ 支援 の 役割 を 担い 、 需 要 家 の 掘り 起こ し 、 合 意 形成 を 市 民 


主体 的 に 行う 。 

また 、 同 条例 の 第 8 条 (学習 の 推進 及び 普及 啓発 ) と し て 、 市 は 、 自 然 エ ネル ギー の 活用 に つ 
いて 、 市 民 及 び 事 業者 の 理解 を 深め る た め 、 自 然 エ ネル ギー に 関す る 学習 の 推進 及び 普及 啓発 に 
つい て 必要 な 措置 を 講ず る も の と する 。 と し て いる 。 

定期 的 な 市 民 参 加 型 の 連続 講座 の 開催 に より 、 市 民 等 を 巻き 込ん だ 脱 炭 素 の 取組 を 推進 し 、 施 
策 に 対す る 市 民 等 と の 円 滑 な 合意 形成 を めざし 、 地 域 全 体 で 脱 炭 素 へ の 意識 醸成 を 行う 。 


O 滋 賀 県 

滋賀 県 は 湖南 市 と 同様 に 「SDGs 未 来 都市 」 に 選定 され た 自治 体 で あり 、 滋 賀 県 SDGs 未 
来 都市 計画 に お いて も 、「 経 済 ・ 社 会 ・ 環 境 の 三 側面 の 活動 を つなぎ 、 バ ラン ス の 取れ た 社会 を 実 
現す る の は 「 人 の 力 」 で ある 」 と し て お り 、 人 づく り の 視点 を 重視 し て いる 。 

特に 、 環 境 の 分 野 に お いて は 、 全 国 初 の 環境 学習 推進 条例 と し て 「 滋 賀 県 環境 学習 の 推進 委 関 
する 条例 」 を 平成 16 年 3 月 に 制定 し 、「 第 4 次 滋賀 県 環境 学習 推進 計画 ( 令 和 3 年 3 月 )」 で は 、 
『「 脱 炭素 社会 づく ぐり 」 に つい て の 学習 推進 』 を 重点 的 に 取り 組む 分 野 の 一 つ に 位置 付け た と こ 
ろ 。 
全国 に 先駆 け て 進め て きた 環境 学習 の 仕組 み の も と で 、 経 済 や 社会 の 分 野 と の つなが り を 意識 
し 、 そ れ ぞ れ の 課題 の 解決 を 同時 に 図る こと が で きる 人 材 を 育成 する 学び の 場 と し て 、 湖 南 市 を 
活用 し 、「 脱 炭素 社会 づく り 」 に 向け た 環境 学習 を 核 と する モデ ル 的 な 教育 の ノウ ハウ を 構築 す 
る 。 

こう し た モデ ル 的 な 取組 を 県 内 各地 に 展開 する こと で 、 温 室 効果 ガス 排出 量 の 削減 だ け で な 
く 、 地 域 課題 の 解決 や 地域 の 活性 化 に つなが る 「CO。 ネ ッ ト ゼ ロ 社 会 」 を 支え る 人 づく り を 進め 
て いく 。 (イメ ー ジ 図 ) 


様々 な 課題 の つなが り を 
モデ ル 事 業 の 横 展開 意識 で きる 人 材 の 広がり 


先行 事例 の 活用 


ぐ 湖 南 市 を 舞台 に し た 人 材 育 成 モ デル の 構築 > 
(事業 例 : 
エコ ・ ス クー ル 事 業 や 、 わ た し が や り ま す ! 学校 C02 ネ ッ ト ゼ ロ 取 組 コ ンク ー ル な ど で の 展開 ) 
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OPPA 事 業者 ( こ な ん ウル トラ パワ ー 株 式 会 社 及び 合同 会 社 こ な ん ウル トラ 脱 炭 素 推進 機構 ) 
需要 家 の ニ ー ズ に 応じ て オン サイ ト 又 は オフ サイ ト PPA 事 業 を 実施 し 、 効 率 的 な 自然 エネ ル ギ 
一 活用 を 進め る 。 実 施 に は 、 必 要 に 応じ て 送 配電 事業 者 と 協議 を 行う 。 


〇 自治 体 地域 新 電力 会 社 ( こ な ん ウル トラ パワ ー 株 式 会 社 ) 

同社 は 、 湖 南 市 の 地域 自然 エネ ルギー 地域 活性 化 戦 略 ブ プラ ン に 掲げ る 基本 方 針 (エネ ルギー・ 
経済 の 循環 に よる 地域 活性 化 、 自 立 分 散 型 の エネ ルギー 確保 、 地 球 温暖 化 防止 へ の 貢献 ) の 実現 
を 主 な 目的 と し て 設立 され 、 得 られ た 利益 は 地域 に 避 元 する こと と し て いる 。 

地域 の 脱 炭 素 化 の 担い 手 と し て 、 住 宅 や 民間 施設 等 の 発電 設備 で 発電 され た 自然 エネ ルギー の 余 
剰 分 を 買い 取る と と も に 、 番 要 家 に 対し て 電力 証書 付 の 電 カ メニ ュー 等 に より 各 施 設 が 自家 発電 
等 で は 賭 え な い 場 合 に 自然 エネ ルギー 電力 を 供給 する 。 

また 、 同 社 の 利益 を 活用 し 、 次 の 脱 大 素 事業 展開 の た め の 公共 施設 で の 自然 エネ ルギー 導入 事業 
計画 の 検討 作成 や 、 市 内 企業 の 脱 炭 素 化 事業 提案 、 中 小 企業 者 へ 省エネ ルギー セミ ナー や 脱 炭 素 
の 相談 事業 、 そ の 他 地 域 課 題 解 決 に つなが る 事業 展開 を 行う 。 


〇 金融 機 関 (滋賀 銀行 ) 

各 帯 要 家 を 支え 、 地 域 の 脱 炭 素 化 の スキ ー ム が 確立 で きる よう 、 こ な ん ウル トラ パワ ー 帳 の 脱 
炭素 化 事業 評価 や 市 内 事業 者 へ の 脱 炭 素 経営 の 啓発 ・ 計 画策 定 ・ 取 組み 支援 を 行い 、 脱 炭素 事業 
へ の 投 融資 で 資金 面 で の 支援 も 実施 する 。 

脱 炭 素 経営 の 啓発 で は 、 こ な ん ウル トラ パワ ー 則 と 連携 し た 中 小 企業 者 へ の 省エネ セミ ナー 等 
行う 。 

湖南 市 内 で の 脱 炭 素 の 取組 を 銀行 全 支 店 へ 周知 を 行い 、 脱 炭素 の 取組 の 裾野 を 拡げ て いく 。 

太陽 光 発 電装 置 を 設置 で きる 市 内 事業 者 の マッ チン グ に つい て も 継続 的 に 実施 する 。 


〇 その 他 事 業者 等 (木質 バイ オマ ス 燃 料 製造 者 )、 木 の 駅 プロ ジェ クト 、 森 林 組 合 、 福 祉 作業 所 
木質 バイ オマ ス 燃 料 製 造 を 行う 木 の 駅 プロ ジェ クト は 、 福 祉 作業 所 と の 林 福 連携 に よる 木質 バ 

イオ マス 燃料 製造 プロ ジェ クト を 進め る た め 、 森 林 組 合 と 連携 し た 間伐 材 の 搬出 や 地域 で の 担い 

手づくり の た め の ワ ー ク ショ ッ プ 等 の 取組 を 行い 、 域 内 で の 木質 バイ オマ ス 熱 利用 を 進め る 。 


| | 沿 南 市 事業 者 に 対す る PPA 共 同 提 案 
脱 談 素 先行 地域 事業 へ の 賛同 要請 
① 滋 賀 銀行 ・…・ 取 引 先 に 対し 声 掛け 
② こ な ん ウル トラ パワ ー…・ 事 業 提案 
ーー ③ 湖 南 市 ・… 脱 談 素 先行 地域 賛同 提案 
8 こ な ん ウル トラ パワ ー 以上 を 各 者 役割 分 担 し 実行 。 


こ な ん ウル トラ 脱 談 素 推進 機構 
PPA 事 業 の 設備 投資 に 関す る 
資金 の 供給 


_SHIGA BANK 


甲西 中 央 支店 ・ 岩 根 支店 
・ 石 部 支店 


湖南 市 内 事業 者 


( 再 エネ 需要 ) 
湖南 市 事業 者 に 対す る 省エネ ・ 再 エネ の 
セミ ナー を 共同 開催 


各 


取引 先 に 対す る 脱 大 素 経営 の 啓発 、 計 画 作成 、 
実行 支援 、 資 金 支 援 、 事業 性 評価 
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【 関 係 者 と の 連携 体制 】 


掘り 起こ し 
合意 形成 


こ な ん ウル トラ パワ ー (株 ) 
San 


コナ ン 市 民 共 同 発電 
回 ジン 生 ミク 


木 の 駅 プロ ジェ クト 


再 エ ネ 電 力 購入 


系 統 連 系 
送 配電 事業 者 


連携 ・ 支 援 つ 電力 に 関す る 流れ 
つ 電力 以外 その 他 の 流れ 
総合 的 な 事業 推進 
各種 調整 ・ 支 援 
PPA 事 業者 


地産 地 消 電力 供給 


連携 ・ 


木質 バイ オマ ス 燃 料 


! 造 


市 遊休 地 オフ サイ ト P PA 
太陽 光 発 電 ・ 蓄 電池 
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PPA 事業 者 、 地 域 新 電力 、 再 エネ 発電 事業 者 、 金 融 機関 、 送 配電 事業 者 系 等 と の 合意 状況 
主体 調整 ・ 協 議 内 容 調整 状況 (合意 形成 状況 ・ 設 立 準備 状況 ) 
こ な ん ウル トラ バ パワー (株 ) | 恨 選 定 済 口 選定 中 ( 社 興 味 あり ) 

及び ( 同 ) こ な ん ウル トラ 脱 | 口 今後 選定 開始 ( 年 月 予定 ) 

PPA 事業 者 炭素 推進 機構 を 選定 し て お 
り 、PPA の 安定 的 な 実施 
を 行う 

こ な ん ウル トラ パワ ー (株 ) 
再 エ ネ 発 電 事 業者 | 及び ( 同 ) こ な ん ウル トラ 脱 
炭素 推進 機構 
(既存 の 場合 ) 

こ な ん ウル トラ パワ ー (株 ) 
余剰 再 エ ネ 電 力 の 買取 、 再 


以 合意 済 口 協議 中 
口 今後 協議 開始 ( 年 月 予定 ) 


合意 済 口 協議 中 
口 今後 協議 開始 ( 年 月 予定 ) 


地域 新 電力 エネ 電力 供給 、 省 エネ ル ギ 
ー サ ービス 実施 
(新設 の 場合 ) 設立 済 口 関係 者 と 調整 中 
ロロ 体制 検討 中 ( 年 月 予定 
滋賀 銀行 合意 済 口 協議 中 
金融 機関 こ な ん ウル トラ パワ ー( 株 ) | 口 今后 协议 开始 ( 年 月 予定 
へ の 出資 済み 
a P P A 事業 等 の 系 統 連 系 | 口 合意 济 局 协议 
和 口 今后 协议 开始 ( 年 月 予定 
住宅 団地 造成 ロロ 合意 済 局 协 议 
i 地元 の 建設 会 社 で ある 西村 | 口 今後 協議 開始 ( 年 月 予定 
建设 山上 协议 中 


OP PA 事業 者 ( こ な ん ウル トラ パワ ー (株 ) 及び ( 同 ) こ な ん ウル トラ 脱 炭 素 推進 機構 ) 
既に 湖南 市 内 で P P A 事 業 に 実績 が ある こ な ん ウル トラ パワ ー (株 ) 及び その 設備 導入 支援 を 目 
的 に 設立 し た ( 同 ) こ な ん ウル トラ 脱 炭 素 推進 機構 を 選定 し て いる 。 


〇 再 エ ネ 発 電 事業 者 ( こ な ん ウル トラ パワ ー (株 ) 及び ( 同 ) こ な ん ウル トラ 脱 炭 素 推進 機構) 

平成 28 年 5 月 に 設立 し た こ な ん ウル トラ バ パワー (株) 及び その 設備 導入 支援 を 目的 に 設立 し た 
( 同 ) こ な ん ウル トラ 脱 炭 素 推進 機構 と 協議 を 重ね て お り 、 こ な ん ウル トラ パワ ー (株 ) は 既に 太陽 
光 発電 設備 の 導入 を 行っ て いる 。 


〇 地域 新 電 力 ( こ な ん ウル トラ バ パワー( 株 ) ) 

平成 28 年 5 月 に 市 内 8 事業 者 で 官民 連携 に より 設立 。 同 年 10 月 か ら 小 売 電気 事業 を 開始 。 

小売 電気 事業 の 利益 を 活用 し 、 省 エネ 調査 を 実施 。 同 調査 結果 か ら 省 エネ ルギー サー ビス 事業 
の 展開 や P PA 事業 等 展開 し て いる 。 


〇 金融 機関 (( 株 ) 滋賀 銀行 ) 

地元 の (株 ) 滋賀 銀行 は 、 平 成 28 年 5 月 に 設立 し た 自治 体 地域 新 電力 会 社 こ な ん ウル トラ パワ ー 
(株 ) に 湖南 市 や 市 内 企業 等 と と も に 出資 を し て お り 、 こ れ ま で 太陽 光 発 電設 置 事業 や 省エネ ル ギ 
ー サ ービス 事業 へ グリ ー ン ボン ド の 組成 等 に つい て や 市 内 企業 と の マッ チン グ サ ービス 事業 等 に 
つい て 協議 を 重ね て き て いる 。 

また 、 今 回 の 脱 炭 素 先行 事業 の 計画 に つい て は 、 既 に 市 内 企業 へ の 脱 炭 素 先行 事業 で の P P A 
事業 や 省エネ ルギー サー ビス 事業 へ の 事業 に つい て 市 と と も に 連携 し た 事業 紹介 を 行い 、 既 に 同 
銀行 の 理解 を 得 られ て いる 。 
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O 送 配電 事業 者 
令 和 4 年 2 月 か ら 協 議 を 実施 し て いる 。 系 統 連 系 の 詳細 に つい て は 、 今 後 PP A 事 業者 か ら 協 
議 が 直接 行わ れる 。 
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4.2 事業 継続 性 


【 プ ロジ ェクト ご と の 事業 性 評価 】 

需要 家 の 自 家 消費 型 自然 エネ ルギー 導入 に つい て 、 既 に 年 間 の 電力 デー タ 等 を 受領 し て いる 事 
業 所 等 に お いて は 、 こ な ん ウル トラ パワ ー (株 ) で 事業 採算 性 の 確認 を 実施 し て いる 。 

プロ ジェ クト ご と に 事業 性 評価 を 行い 、 加 えて 金融 機関 と の 調整 状況 、 資 金 調達 に つい て 、 こ 
な ん ウル トラ パワ ー( 株 ) の 出資 者 で ある 滋賀 銀行 及び ( 同 ) こ な ん ウル トラ 脱 炭 素 推進 機構 と 調整 
を 行っ て お り 、 確 度 の 高い 案件 形成 を 図っ て いる 。 


【 電 力 供給 事業 の 拡大 】 

また 、 理 要 家 へ の 電力 供給 事業 に つい て 、 こ な ん ウル トラ パワ ー (株) で 平成 28 年 10 月 か ら 事 
業 開始 し て お り 、 現 在 公共 施設 64 施設 、 民 間 施 設 23 施設 、 個 人 住宅 26 施設 の 供給 を 行っ て い 
る 。 
今後 、PPA 事 業 や 省エネ ルギー 事業 と 併せ た 提案 に より 市 内 企業 、 県 公共 施設 の 電力 契約 を 
こ な ん ウル トラ パワ ー( 株 ) へ の 切替 を 進め る こと で 、 さ ら な る 事業 基盤 の 安定 化 を 図っ て いく 。 


【 地 域 新 電 力 の 経営 の 持続 可能 性 の 見 通し 】 

2020 年 12 月 か ら 2021 年 1 月 に か け て 、 さ ら に 2022 年 10 月 以降 の 長期 に 渡り 電力 市 場 高騰 が 
起こ り 、 電 力 調達 費用 が 販売 費 を 大 きく 上 回 る な ど 、 地 域 新 電力 の 経営 に 大 き な 影 響 が 出 て いる 
と と も に 、 一 部 の 地域 新 電力 で は 理 要 家 の 電 気 料金 の 大 幅 値上げ と も な っ て いる 。 

地域 新 電力 は 、 過 去 の 高騰 の 要因 で も あっ た 「 年 末年 始 に か け て の 寒波 の 到来 で 需要 が 急 に 増 
加 し た こと 」 に 対し て は 、 こ れ ま で の 経験 か ら 対応 を 図る こと は 可能 で ある 。 し か し な が ら 、 今 
回 は 、「 コ ロナ 福 で それ まで の 全国 の 需要 が 減少 し て いた こと 」 や 「 国 内 の 液化 天然 ガス (LKNG) 
不足 (海外 工場 の 停止 、 パ ナマ 運河 の 通航 規制 、 中 国 の 需要 増 等 )」 な どの 特殊 要因 が 重なっ た こ 
と が ある と され て いる 。 


画 今 後 の 見 通し 

地域 新 電力 の 経営 と し て 、 今後 は 市 場 に 過度 に 依存 し な い 体 制 強化 は 必須 と な る 。 そ の 中 で 
も 、 大 き な 自 主 電源 を 保有 し な い 地 域 新 電 力 に と っ て は 、 小 規模 分 散 型 エネ ルギー で ある 自然 エ 
ネル ギー の 導入 を 図っ て いく こと が 求め られ る 。 た だ し 、 固 定価 格 買取 制度 を 活用 する 場合 は 、 
地域 新 電力 に と っ て 特定 卸 供給 で の 調達 と な り 、 市 場 価格 と 同額 の 費用 負担 と な る た め 、 市 場 高 
膳 対策 と は な ら な い 。 一 方 、 本 事業 は 非 F I T で 、 自 然 エ ネル ギー を 最大 限 直 接 利 用 する 制御 を 
組み 込む こと で 、 系 統 か ら の 電力 調達 を 最大 限 抑 える こと が 可能 と な り 、 市 場 調達 の 割合 を 大 き 
く 減 ら す こと に も 貢献 する 。 つ まり 、 本 事業 は 、 地 域 新 電力 の 経営 安定 化 に 貢献 する 事業 で あ 
り 、 ひ いて は 理 要 家 の 電 気 料金 上 よ 昇 リス ク を 低減 する も の で ある 。 
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4.3 地方 公共 団体 内 部 の 推進 体制 


(1) 推进 体制 
「 推 進 本 部 」「 推 進 委員 会 」「 推 進 責 任 者 」「 事 務 局 」 を 設け 、 計 画 の 着実 な 推進 と 進行 管理 を 行う 
管理 統括 組織 | 


稚 遂 本 部 
寺 括 下 任 午 ( 玉 市 ) 


【 主 な 役割 】 
計画 の 佑 朱 状況 の 評価 、 計 曽 の 見 直し 、 名 部 者 へ の 姜 注 


本 部 長 | | 副本 部 長 

副 市 兵 ) | | (教育 長 

本 部 員 | 
(各 部 ,部 长) | 


事務 局 | 推進 委員 会 公共 施 设 管理 者 
青 境 政策 队 请 更 各部 ・ 次 長 名 作 設 管理 引当 謀 
の 【 主 な 役 剖 】 【 ま な 役割 】 
【 主 な 役割 】 了 祖 内 容 の 点検 、 芋 星 の 橋 計 公共 施設 販 超 の 得 義 
計画 全 住 の 結 杏 的 な 半生 诊 整 . 拘 话 
管理 
活動 組織 


Ey 
【 主 な 役割 】 
名 所属 押 に お ける 取 細 杖 況 の 編 握 
親 員 へ の 取 紹 内 内 の 天 知 機 議 
品 室 効 策 カ ス 携 出 量 の 集計 


全 職 員 
【 主 な 役割 】 
取 細 の 実践 
具体 的 取組 の 提案 


① 推 進 本 部 
副 市 長 を 本 部 長 、 教 育 長 を 副本 部 長 、 各 部 の 部 長 を 本 部 員 と し て 組織 する 。 
計画 の 策定 、 見 直し 及び 計画 の 推進 点検 、 各 部 署 へ の 要請 を 行う 。 


② 推 進 委員 会 
各部 の 次 長 を 推進 委員 と する 。 事 務 事 業 事 務 局 、 公 共 施 設 管理 者 と 連携 し な が ら 取 組 内 容 の 
点検 、 結 果 の 検討 を 行う 。 


③ 事 務 局 
事務 局 を 、 計 画策 定 を 行う 課 に 置き 、 計 画 全 体 の 総合 的 な 進行 管理 を 行う 。 


(④ 公 共 施 設 管理 者 
公共 施設 管理 者 は 公共 施設 取組 の 徹底 、 調 整 ・ 協 議 を 行う 。 


⑤ 推 進 責 任 者 
各課 の 課長 を 実行 計画 推進 責任 者 と する 。 推 進 責 任 者 は 各所 属 課 や 担当 施設 に お ける 取組 状況 
の 把握 、 職 員 へ の 取組 周知 等 を 行う 。 


(2) 進捗 管理 の 実施 体制 ・ 方 針 
本 事業 を 着実 に 実践 し て いく た め 、Plan (計画 ) 、Do (実行 )、Check (点検 ・ 検 証 )、 
Act (見 直し ) の PDCA サ イク ル に より 、 本 事業 を 推進 し て いく 。 
具体 的 に は 、「 事 務 局 」 が 「 推 進 委 員 会 」 を と お し 、 定 期 的 に 進捗 状況 の 把握 を 行い 、「 推 進 
本 部 」 に お いて 年 1 回 の 点検 評価 を 行う 。 
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4.4 これ まで の 脱 炭 素 に 関す る 取組 


脱 炭 素 に 関す る 取組 


取組 内 容 実施 済 実施 年 度 
公営 企業 ( 再 エネ 等 発電 事業 者 ) a 
に よる 電気 事業 の 実施 で 
独自 の 地域 新 電力 の 設立 罰 平成 28 年 度 
取組 | 独自 条例 (湖南 市 地域 自然 エネ ル | 平成 24 年 度 
ギー 基本 条例 ) 
単独 事業 (  ) ロ 年 度 
環境 未来 者 市 ロ 年 度 
時 SD6 未来 都市 ロロ 令 和 2 年 度 
1 バイオ マス 産業 者 市 ロ 年 度 
その 他 補 助 事業 (  ) ロ 年 度 


【 取 組 名 (事業 名 )】 
市 民 共同 発電 事業 
【 実 施 時 期 】 


平成 25 年 度 平 成 29 年 度 設 置 、20 年 間 発 電 事 業 実施 中 


【 取 組 の 目的 】 


湖南 市 地域 自然 エネ ルギー 基本 条例 に お いて は 、 地 域 に 存在 する 自然 エネ ルギー の 活用 に 
関す る 基本 理 念 を 揚げ て お り 、 地 域 固有 の 資源 で あり 、 経 済 性 に 配慮 し つつ その 活用 を 図る 
こと 、 ま た 地域 に 根ざし た 主体 が 、 地 域 の 発展 に 資す る よう に 活用 する も の と し て いる 。 

同 条例 の 理念 に 基づき 、 市 民 等 が 出資 する 太陽 光 発 電 を 福祉 施設 や 、 民 間 施設 、 公 共 施 設 
の 屋根 に 設置 し 、 地 域 の 自然 エネ ルギー か ら 得 た 売 電 益 を 地域 経済 循環 の 一 助 と する こと を 


目的 と し て いる 。 
【 取 組 の 概要 】 


市 民 ・ 企 業 等 か ら 1 口 10 万 円 で 出資 を 募り 、 市 民 共同 発電 の 太陽 光 発 電 が 4 基 稼 働 し て い 
る 。 元 本 償還 と 配当 を 市 商工 会 が 発行 する 「 こ な ん 商品 券 」 で 実施 し て いる 。 市 民 共同 発電 
事業 の 売 電 益 を 地域 商品 券 で の 配当 を きっ か け に 、 市 商工 会 の 商品 券 発行 事業 が 開始 し た 。 

一 市 民 共同 発電 所 導入 効果 (累計 ) (H27.4 こ R4.3) の 小 規 模 分 散 型 市 民 共同 発電 プロ ジェ クト の 実績 


市 民 共同 発電 所 


系 計 発電 量 
(kW h) 


貨幣 換算 
( 千 円 ) 


CO。 削 減量 
(t-CO0。) 


初 号機 


バン バン 発電 所 


171, 952 


3, 422 


68 


605, 634 


16, 032 


320 


98, 410 


1, 958 


37 


相 子 袋 ま ち づ く り 
セン ター 発電 所 


179, 596 


3, 574 


68 


合計 


1, 255, 592 


493 


画 副 次 効果 各 年 度 未 累計 商品 券 発行 額 


平成 26 年 度 


平成 27 年 度 


平成 28 年 度 


平成 29 年 度 


7, 803, 400 円 


17, 837, 400 円 


24, 899, 900 円 


31, 500, 400 円 


平成 30 年 度 


令 和 元 年 度 


令 和 2 年 度 


令 和 3 年 度 


39, 588, 400 円 


46, 990, 400 円 


55, 894, 400 円 


65, 862, 400 円 


56 


【 取 組 名 (事業 名 )】 


公共 施設 の 脱 炭 素 化 プロ ジェ クト 


【 取 組 の 目的 】 


公共 施設 の 脱 炭 素 化 に つい て は 、 潮 南 市 公共 施設 地球 温暖 化 対策 実行 計画 


(第 二 期 ) に 沿っ 


て 取組 を 進め て いる と ころ で ある 。 自治体 地域 新 電力 会 社 で ある こ な ん ウル トラ パワ ー 株 式 会 
社 が 公共 施設 の 再生 可能 エネ ルギー 導入 や 省エネ ルギー サー ビス 事業 等 を 行い 、 脱 炭素 化 に 取 


り 組ん で いる 。 
【 取 組 の 概要 】 


こ な ん ウル トラ パワ ー 株 式 会 社 は 、 公 共 施 設 の エネ ルギー 使用 状況 を 把握 し て いる こと か 
ら 、 省 エネ ルギー サー ビス 事業 の 展開 の みな ら ず 、 エ ネル ギー を 主眼 に 置い た 効率 的 な 公共 施 
設 の 維持 管理 に つい て 検討 を 行い 、 公 共 サ ービス を 維持 し な が ら コ スト の 縮減 と 脱 炭 素 化 を 両 
立 す べく 、 指 定 管理 者 等 と 連携 し な が ら よ り 良 い 公 共 施 設 運営 に 取り 組ん で いく こと と し て い 


る 。 


画 公 共 施 設 へ の 大 陽光 発電 設備 の 導入 状況 及び 効果 


太陽 光 発 電導 入 施 設 


設備 容量 
(KW) 


稼働 年 月 


系 計 発電 量 
(kW h) 


貨幣 換算 
( 千 円 ) 


CO。 削 減量 
(t-C0。) 


岩根 小学 校 


10 kW 


H22. 


49, 693 


835 


石部 南 市 営 住宅 


10 kW 


H24. 


49, 693 


835 


平松 保育 園 


5 kW 


H25. 


24, 846 


417 


水戸 小学 校 


10 kW 


H27. 


49, 693 


835 


学校 給食 セン ター 


18 kW 


H27. 


89, 447 


, 502 


苦 提 寺 まち づく り セ ンタ ー 


10 kW 


H27. 


49, 693 


835 


石部 小学 校 


10 kW 


H27. 


49, 693 


835 


浄 苑 


10 kW 


H27. 


48, 865 


821 


填 二 坊 温泉 ゆら ら 


相 子 袋 ま ち づ く り セ ンタ ー 


市 民 共同 
発電 所 


H28. 


H28. 


市 民 共同 発電 所 参 ・ 


四 号 機 で 計上 


夏見 会 館 


5 kW 


H28. 


た トト OR ト RN —|— トト 0 OO 


19, 877 


334 


市 民 産 業 交 流 施設 


15 kW 


H28. 


A 
ト っ 


49, 693 


835 


みく も 人 権 セ ンタ ー 


10 kW 


H29. 


30, 644 


515 12 


甲西 中 学校 


10 kW 


H29. 


00 | の 


26, 503 


445 10 


合計 


123 kW 


538, 340 9, 


042 227 


第 一 次 湖南 市 地域 自然 エネ ルギー 地域 活性 化 戦 略 プ ラン 中 (H27.4~R2.3) の 公共 施設 へ の 率先 導 


入 プ ロジ ェクト の 実績 


索 計 発電 量 : 第 一 次 ブラ ン 対 象 期 間 の 推計 発電 量 (994KWh/kW・ 年 と し て 推計 ) 
貨幣 換算 : 累計 発電 量 (kW h) x 電力 市 場 に お ける 関西 地区 の 平均 取引 単価 (円 /kW h ) 
CO。 削 減量 : 各 年 発電 量 (KW h) x 関西 電力 帆 講 評 の 各 年 基礎 排出 係数 (kg- COz /kW h ) 


【 取 組 名 (事業 名 ) 】 
省エネ ルギー サー ビス 事業 
【 実 施 時 期 】 
平成 29 年 度 か ら 事 業 開始 
【 取 組 の 目的 】 

こ な ん ウル トラ パワ ー 株 式 会 社 が 小売 電力 事業 で 得 た 利益 を 活用 し 、 公 共 施 設 等 の 省エネ ル ギ 
ー 診 断 を 実施 。 同 社 の ノウ ハウ を 生か し 、 省 エネ ルギー 相談 、 省 エネ ルギー サー ビス 事業 展開 を 
行っ て いる 。 同社 は 地域 の 脱 炭 素 化 の 担い 手 と な り 、 創 エネ 、 省 エネ に 取り 組む こと と し て い 
る 。 
【 取 組 の 概要 】 

こ な ん ウル トラ パワ ー 株 式 会 社 が 、 省 エネ ルギー 診断 の 結果 に 基づき 、 学 校 の 体育 館 、 職 員 室 
の 照明 の LED 化 や 図書 館 等 公共 施設 の 空調 設備 入替 を 省エネ ルギー サー ビス 事業 と し て 実施 し 
て いる 。 サ ービス 料 は 省エネ に よる 電気 代 削減 分 で 支払 う 。 

同 事業 は 公共 施設 の みな ら ず 、 民 間 企 業 へ も 展開 し て いる 。 

また 、 市 域 に 留まら ず 、 広 域 連携 と し て 隣接 する 市 町 村 へ も 事業 展開 を し て いる 。 

既に 公共 施設 14 か 所 、 民 間 施 設 1 か 所 で 実現 し 、 地 域 に 密着 し た 新 電力 が 需要 サイ ド ま で 巻き 
込み 電力 供給 と 共に 省エネ を 推進 する と いう 普及 が 期待 で きる サー ビス 事業 で ある 。 


田 省 エネ ルギー サー ビス 事業 の 実施 状況 及び 効果 


対象 施設 竣工 | 計画 年 間 | 省 エ | 累计 貨幣 換算 CO 
年 月 | 電力 削減 量 | ネ 率 | 電力 削減 ( 千 円 ) | 削減 量 

(KW h) 量 (KW h) (t-C0。/ 年 ) 
甲西 北 中 学 校 H30. 2 32, 648 25% 70, 737 1, 188 25 
日 枝 中 学校 H30. 2 15, 436 14% 33, 445 562 12 
三雲 東 小学 校 H31. 3 46, 278 22% 50, 135 842 18 
石部 南小 学校 H31. 3 43, 336 35% 46, 947 788 17 
菩提 寺 小 学校 H31. 3 27, 808 29% 30, 125 506 11 
菩提 寺 北 小学 校 H31. 3 54, 196 32% 58, 712 986 21 
下田 小学 校 R2. 2 21, 165 12% 3, 528 59 1 
水戸 小学 校 R2. 2 37, 719 21% 6, 287 106 2 
岩根 小学 校 R2. 2 26, 328 27% 4, 388 74 2 
三雲 小学 校 R2. 2 27, 757 24% 4, 626 78 2 
合計 = 332, 854 308, 930 5, 189 109 


第 一 次 湖南 市 地域 自然 エネ ルギー 地域 活性 化 戦 略 プ ラン 中 (H27.4~R2.3) の 公共 施設 へ の 率先 導入 プロ 
ジェ クト の 実績 

省エネ 率 : 計画 年 間 電 力 削減 量 ン 各 施 設 の 平成 27 年 度 電力 消費 量 実績 

累計 電力 削減 量 : 前 プラ ン の 対象 期間 (H27.4 ン R2.3) に 見 込ま れる 電力 の 削減 量 

貨幣 換算 : 累計 電力 削減 量 (kW h) x 電力 市 場 に お ける 関西 地区 の 平均 取引 単価 (円 /KW h) 

CO。 削 減量 : 年 間 電 力 削減 量 (KW h) x 関西 電力 (株 ) 公表 の 各 年 基礎 排出 係数 (kg-COz/kW h) の 積 上 
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【 取 組 名 (事業 名 )】 

グリ ー ン ボン ド を 活用 し た 太陽 光 発 電設 置 事業 
【 取 組 の 目的 】 

こ な ん ウル トラ パワ ー 株 式 会 社 が 、 地 域 の 新 電 力 事業 者 と し て 自然 エネ ルギー 導入 事業 や 省 エ 
ネル ギー 事業 を 通じ て 、 地 域 の 金融 機関 で ある 滋賀 銀行 と 連携 し 、 地 方 創 生 と 脱 炭 素 社会 の 実現 
に 取り 組む 。 

【 取 組 の 概要 】 

グリ ー ン プロ ジェ クト (環境 改善 効果 が ある 事業 で あり 、 自 然 エ ネル ギー 事業 、 省 エネ 改修 事 
業 な ど ) に 要する 資金 を 調達 する た め に 発行 する 債券 を 活用 し 、 市 内 の 物流 セン ター に 屋根 置き 
型 太 陽光 発電 事業 (273 KW、266 kW) を 設置 し た 。 

画 自 然 エ ネル ギー (太陽 光 ) 発電 事業 の 実施 状況 及び 効果 


太陽 光 発電 導入 施設 設備 容量 | 稼働 年 月 | 累計 発電 量 | 貨幣 換算 | CO: 削 減量 

(kW) (kW h) ( 千 円 ) (t-C02) 
1 | 夏見 東 太陽 光 発 電 所 266.24 H31. 3 286, 655 4, 814 101 
2 | 野洲 川 太陽 光 発 電 所 272.64 H31. 4 270, 966 4, 551 95 
合 計 538.88 ー 557, 621 9, 365 196 


累計 発電 量 : 第 1 次 ブラ ン 対象 期間 (H27.4~R2.3) に 見 込ま れる 発電 量 (994 KW h/kW・ 年 と し て 推計 ) 
貨幣 換算 : 累計 発電 量 (KW h) x 電力 市 場 に お ける 関西 地区 の 平均 取引 単価 (円 /KW h) 
CO。 削 減量 : 各 年 発電 量 (KW h) x 関西 電力 (株) 公表 の 各 年 基礎 排出 係数 (kg-COz/KW h) の 積 上 


機関 


の ① 外 部 レビ ュー 発行 価 


クリ ー ン ボン ド 


(②GB 発 行 割当 金額 、 
の 払込 


マー ニーー テ < ッ ツー | 


の 付与 
FIT 元 已 
/ ーー 1 スー 1 ロロ 
滋賀 銀行 様 押え ウル トラ パワ ー |_@ 投 上 邊 ? ] 
CS 株 式 会 社 省エネ 改修 事業 


ET 全 RISE 
@ 球 才 善 効果 の 測定 
投資 家 へ の Li - テ イッ ゲ 


⑦ 利 払い ・ 償 運 


夏見 東 太陽 光 発 電 所 


野 浏 川 太 由 光 养 惠 所 
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【 取 組 名 (事業 名 )】 

ソー ラー シェ アリ ング に よる 農 福 連 携 事 業 

【 実 施 時 期 】 

令 和 元 年 度 設置 

【 取 組 の 目的 】 

こ な ん ウル トラ パワ ー 株 式 会 社 が 福祉 事業 者 等 で 組織 する こ な ん イモ ・ 夢 づく り 協 議会 の 農 福 
連携 に に る イモ エネ ルギー 活用 事業 に 関わ る こと に より 、 地 域 の 資源 を 活用 し た 障がい 者 等 の 社 
会 参画 機会 の 創出 を 推進 する 。 


【 取 組 の 概要 】 
同社 が 協議 会 等 と 連携 し な が ら 、 イ モ 発 電 、 農 福 連 携 事業 の 展開 を 図り 、 障 が い 者 の 就農 支 
援 、 同 協議 会 の 持続 可能 な 活動 に つなが る スキ ー ム を 組成 する た め 、 滋 賀 県 の 支援 を 受け 、 利 用 


し て いる 農地 の 上 に 太陽 光 発 電設 備 を 設置 、 発 電 事 業 を 行っ て いる 。 


プロ ジェ クト 全体 図 


i アン ram バハ \ mr Fi 4 
すす 代 * A で の 重 ーー) 
で 


| | 


こ な ん イモ 夢 づ くり 
協議 会 


画 農 福 連 携 事業 の 効果 
こ な ん イモ ・ 夢 づく り 協 議会 が 取り 組む サツマ イモ の 空中 栽培 に 、 福 祉 作業 所 の 通所 者 が 参加 
する こと に な り 、 作 業 所 外 で の 活動 の 場 が で きた 。 

また 、 引 きこ も り で あっ た 若者 が 、 居 場所 を 見 つけ 地域 の 方 々 と 農業 に 取り 組む こと に より 、 
自信 と な っ て 、 現 在 で は 外 の 採卵 の 仕事 に も 通う こと が で きる よう に な っ た 。 

障がい の ある 人 の イモ エネ ルギー プロ ジェ クト へ の 関わ り 者 数 318 人 ( 令 和 元 年 度 末 ) 
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5. 2030 年 度 ま で に 目指 す 地 域 脱 炭 素 の 姿 


【2030 年 度 ま で に 目指 す 地域 脱 炭 素 の 姿 】 シーーーーーーーーーーーーー ーー 
第 二 次 湖南 市 地域 自然 エネ ルギー 地域 活性 化 戦 是 泊 体 新 電力 を 核 と し て 地域 に ある 自然 エネ 


略 プ ラン は 、 
に 基づき 策定 


で ある 第 二 次 湖南 市 総合 計画 に 即 す る と と も に 、 


。 ルギー を : こと で 地域 循環 共生 圏 の 
湖南 市 地域 自然 エネ ルギー 基本 条例 現 と つる le な 


する 計画 で あり 、 本 市 の 最上 位 計画 ”。 = 基 W 友 シュ タッ トペ ルケ 上 


第 二 次 湖南 市 環境 基本 計画 や 湖南 市 きら めき ・ と ーー ニニ 


きめ き ・ 元 気 


整合 を 図っ て 


また 、 地 球 温暖 化 対策 法 に 基づく 地方 公共 団体 
温暖 化 対策 実行 計画 (区 域 施策 編 ) に も 位置 付 
け 、 市 域 に お 


図る と と も に 


ラン と し て いる 。 


地球 温暖 化 対策 (CO。 排 出 抑制 / 災 害 時 に お ける レジ リエ ンス 向 国 


創 生 総合 戦略 等 の 関連 する 計画 と も 


いる 
0 戦略 プラ ン の 定量 的 な 目標 


エネ ルギー 代金 令 和 6 (2024) 年 度 
流出 削減 額 ェ ネ ルギー 何 令 を 2 0 人 门 创 出 (~ 流出 锋 低 波 ) する 


ける C0。 排出 の 状況 と 特性 の 理解 を RE RSUROIH 
、C0。 排出 量 の 削減 に も 寄与 する プ RES 


2 0 3 0) 年 度 
CO2 排出 未 去 长 妾 年 度 比 盐 40% 削減 + る 


地域 自然 エネ ルギー に 令 和 6 (2 024) 年 度 に 


第 二 次 湖南 市 地域 自然 エネ ルギー 地域 活性 化 戦 ここ bs 


略 プ ラン に お 


ウル トラ パワ 
SDGs へ の 


いて 、 自 治 体 地 域 新 電力 会 社 こ な ん 
ーー 株式 会 社 を 核 と し て 地域 の 自然 エネ ルギー を 活用 し 、 地 域 循環 共生 圏 の 実現 と 
貢献 を めざす こと と し て いる 。 


【 改 正 温 対 法 に 基づく 地方 公共 団体 実行 計画 の 策定 又は 改定 】 


地方 公共 団体 実行 計画 の 策定 又は 改定 状況 
a 改正 温 対 法 に 基づく 地方 公共 団体 実行 計画 の 策定 又は 改定 状況 等 
ロロ 改 定 済 ( 年 月 ) 
事務 | 加 改定 中 〈 令 和 5 年 4 月 改定 予定 ) 
事業 編 | 口 改定 予定 な し 
(理由 : ) 
策定 ・ 改 定 済 ( 年 月 ) 
区 域 | 策定 ・ 改 定 中 ( 令 和 6 年 4 月 策定 ・ 区 定 予 宮 ) 
施策 編 「 口 策定 ・ 改 定 予定 な し 
(理由 : ) 
ロロ 設定 済 ( 年 月 
er 検討 中 ( 年 月 設定 予定 ) 
設定 | 設定 予定 な し 
地方 公共 団体 実行 計画 (改定 見 込み を 含む ) の 目標 に つい て は 、 以 下 の と お り で ある 。 
【 事 務 事 業 編 】 
計画 期間 : 平成 28 (2016) 年 度 ~ 令 和 12 (2030) 年度 


削減 目標 : 
取組 概要 : 


平成 25(2013) 年 度 基準 比 で 令 和 12 (2030) 年 度 ま で に 509% 削 減 を めざす 。 

公共 施設 の 設備 制御 に よる 地域 内 再 エ ネ 活 用 モデ ル 構 築 事業 を 活用 し 、 災 害 時 の 避難 
施設 と も な っ て いる 公共 施設 等 の レジ リエ ンス 強化 を 兼ね て 公共 施設 に 太陽 光 だ け で 
な く 蓄 電池 や 自営 線 等 も 合わ せ て 導入 し 、 再 エネ の 最大 限 の 有効 利用 を 図り 、 脱 炭素 
化 に 取り 組む 。 


対象 目标 值 


温室 効果 ガス 総 排出 量 “|2030 年 度 ま で に 2013 年 度 比 50% 削 減 


太陽 光 発 電設 備 を 設置 


公共 施設 等 総合 管理 計画 の 「 公 共 施 設 等 の 長寿 命 化 に 関す る 基本 
方 針 」 に エネ ルギー 対策 の 実施 を 明記 され て いる こと か ら 、 事 務 
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事業 編 に お いて も 施設 の 更新 等 スケ ジュ ー ル に 合わ せ た 太 陽光 発 
電設 備 の 設置 を 明記 し 導入 を 推進 する 。 
公共 施設 の 省エネ ルギー | 施設 の 更新 等 スケ ジュ ー ル に 合わ せ た 省 エネ ルギー 対策 を 推進 す 
対策 の 徹底 る 。 
ニョ < リー 个 、 ヽ AN 、 > 3 
公用 車 の 電動 車 の 導入 人 
施設 の 更新 等 スケ ジュ ー ル に 合わ せ た LED 照 明 の 導入 を 推進 す 
る 。 
地域 の 自然 エネ ルギー 活用 に より 段階 的 に CO: 排 出 量 の 低減 を 図 
り 、2050 年 度 に 地域 新 電力 の 電力 排出 係数 を ゼロ と する 。 


LED 照 明 の 導入 


再 エ ネ 電 力 調達 の 推進 


【 区 域 施策 編 】 

計画 期間 : 令 和 2 (2020) 年 度 ~ 令 和 6 (2024) 年 度 

削減 目標 : 平成 25(2013) 年 度 基準 比 で 令 和 12 (2030) 年 度 ま で に 4696 削 減 を めざす 。 
施策 の 実施 に 関す る 目標 : 


施策 分 類 目標 ・ 取 組 
① 再 エ ネ の 導入 促進 地域 の ポテ ン シ ャ ル を 最大 限 に 活か し た 自然 エネ 


ルギー の 導入 、 省 エネ ルギー の 推進 に より 、 脱 炭 

素 化 に 取り 組む 。 

② 事業 者 ・ 住 民 の 省エネ その 他 の 排出 | 湖南 市 HP や 広報 誌 へ 各 企 業 等 の 脱 炭 素 の 取組 、 
抑制 促進 定期 的 な 市 民 参 加 型 の 連続 講座 の 開催 に より 、 市 

民 等 を 巻き 込ん だ 脱 炭素 の 取組 を 推進 し 、 施 策 に 

対す る 市 民 等 と の 円 滑 な 合意 形成 を めざし 、 地 域 

全体 で 脱 炭 素 へ の 意識 醸成 を 行う 。 


【 改 正 温 対 法 に 基づく 促進 区 域 の 設定 方 針 】 

第 二 次 湖南 市 地域 自然 エネ ルギー 地域 活性 化 戦 略 プ ラン は 、 地 球 温暖 化 対策 法 に 基づく 地方 公 
共 団体 温暖 化 対策 実行 計画 (区 域 施策 編 ) に も 位置 付け 、 市 域 に お ける CO。 排出 の 状況 と 特性 の 
理解 を 図る と と も に 、C0O。 排出 量 の 削減 に も 寄与 する プラ ン と し て いる 。 

同 プ ラン の 第 三次 改定 時 で ある 令 和 6 年 度 (2024 年 度 ) に は 、 改 正 温 対 法 に 基づく 促進 区 域 の 
設定 を 行う こと と する 。 


【 市 域 に お ける 脱 炭 素 の 取組 】 

市 内 最大 手 の 運送 会 社 で ある 甲西 陸運 株 式 会 社 は 、1965 年 に 運送 業 か ら ス ター ト し 、1970 年 に 
は 、 倉 庫 業 も 開始 し た 。 現在 で は 、 湖 南 市 内 7 ヶ所 に 物流 セン ター を 保有 し 、 資 材 調 達 か ら 製 造 
加工 、 保 管 ・ 輸 送 ま で を 一 元 化 し て いる 。 ま た 、 地 域 社会 と 地球 環境 に 貢献 すべ く 共 同 配 送 、 省 
エネ 型 器具 の 製造 販売 、 太 陽光 発電 等 も グル ー プ 会 社 を 含め た 事業 と し て 展開 し 、 県 内 で も 先駆 
けた 取組 を 行っ て いる 。 

グル ー プ 会 社 で ある 甲 陸 ロジ ステ ィ ク ス 株 式 会 社 は 、 滋 賀 県 が 主催 する 「 し が CO02 ネッ ト ゼ ロ 
ムー ブ メ ント 」 の 令 和 3 年 度 し が C02 ネッ ト ゼ ロ み らい 賞 の 先進 導入 ・ 実 践 部 門 を 受賞 し た 。 

地元 の 給食 セン ター か ら 出 る 廃 食油 を 活用 し て 、 バ イオ ディ ー ゼ ル 燃 料 を 精製 。 自 社 倉庫 の ス 
ポッ トク ーー ラー 用 自家 発電 機 の ほか 、 取 引 先 の 寮 の 温水 ボイラ ー に 使用 する こと で C02 排出 量 を 
削減 し て いる 。C02 削減 効果 は 7.08t-CO2/ 年 で 、 エ アコ ン 約 1, 180 台 が 稼働 し た 時 の CO2 排出 量 
と な っ て いる 。 

当 市 に お いて は 、 こ うし た 地域 の 事業 者 の 先駆 けた 取組 の 周知 を 図り な が ら 、 民 生 部 門 の CO2 
排出 の 実質 ゼロ の みな ら ず 、 運 輸 部 門 や 産業 部 門 に お いて も 、 官 民 が 連携 し た 取組 に より 、 地 域 
全体 で 脱 炭 素 化 を 進め て いく 。 
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